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第1章 序論
1.1 緒言
毎年インターネット利用者が増え続けており、総務省の通信利用動向調査によると、インター
ネット利用者数は 9652万人 (2012年末時点)であった。[1] 大容量伝送方式を用いたインターネッ
ト専用のブロードバンドも拡がっており、自宅でパソコンから利用している世帯でのブロードバン
ド普及率は 78.1%(2012年末時点)である。また、ネットワーク（インターネット等も含む）上で
やりとりされるデータ内容も変化してきている。過去であればテキストベースの小容量データが多
かったが、現在では画像（映像）や動画といった大容量データがネットワーク帯域の占有率が増加
している。[2] 今後、映像コンテンツの増加とともにその映像コンテンツの高画質化（高画質の動
画を安定して送受信するためには圧縮時に～10Mbpsのスループットが必要）、SaaS(Software As
A Service)のようなネットワーク型アプリケーションが登場していくことを考慮するとトラフィッ
ク量の増加は用意に想像できる。このような状況の中、トラフィック量の増加に伴い大容量かつ高
速なネットワークが要求されている。
光回線の普及により、伝送路には光ファイバが用いられることが多くなり、伝送路の情報量は数
Tbps程度まで増えている。これには電気通信では不可能であった多重通信の導入が大きい。幾つ
か提案されている多重通信の中で、波長分割多重 (Wavelength Division Multiplexing; WDM)通
信方式の導入により多重度を上げ、転送路の有効利用を図っている。波長分割多重通信方式とは、
一度に単一波長ではなく多波長帯域を用いて転送するシステムである。しかし、光ネットワーク
のノード（図 1:1）における光ルーティング処理は、光電変換を行い電気的に処理している。光ファ
イバの伝送容量が数Tbpsであるのに対し、現在実用化されているルータ (CRS-3：富士通・シス
コシステムズ共同開発)のスループットは 4.48Tbps/shelf、ラインレートは約 40Gbpsである。[3]
これでは電気的処理限界を超える速度での通信は不可能であり、中継ノード毎に光・電気変換を
行っている分、その変換に要する時間も必要となる。そのため、光・電気変換と電気的処理速度
がボトルネックとなり、光ファイバの大容量通信を活かしきれていない。
既存の電気ルータでは、転送容量だけでなく消費電力量並びに電力使用に伴う発熱も問題視さ
れている。[4] 全ての通信ネットワークの電気量のうち、約 8割はルータでの消費電力である。[5]
ネットワークにおける情報処理に電気信号に変換する処理や電気的にCPUで処理するプロセスが
介入すると、高速になるほど発熱も大きい。IT技術の発展により高速CPUのコンピュータの稼動
が環境的に問題となり始めている中、電気処理を用いず全光処理的なシステムの構築が期待されて
いる。そこで、情報を光でやりとりするフォトニックネットワークの構築が求められ、高速なフォ
トニックネットワークを実現するにはルーティングの光処理技術が必要と言われている。[6{10] 本
論文では、広帯域な光伝送と光処理によるネットワーキングを含めたフォトニックネットワーク
について、光のままルーティング処理行うフォトニックラベルルータに関して述べる。
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図 1.1: 光ネットワークにおけるノード
1.2 ネットワークの構成
本節では、光回線を用いたネットワーク全体構成（図 1.2）の概要について示す。ネットワーク
全体で考慮すると主に 2つのネットワークに分けることができ、それらはコア（基幹系）ネット
ワーク並びにメトロ（幹線系）ネットワークとアクセス（加入者系）ネットワークである。
コアネットワークとメトロネットワークでは、数多くのネットワークを多重化し、大容量のデー
タ伝送を行っている。なお、伝送路にはガラス繊維で製作され、長距離伝送しても伝送損失が少
ないといった特徴を有する光ファイバを利用して遠距離通信を可能にしている。[11]つまり、コア
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Access Network 
図 1.2: フォトニックネットワークの全体構成例
3／メトロネットワークには大容量かつ高速化、長距離伝送特性が求められており、それらを実現
する方式は主に周波数を利用する変復調方式、もしくは波長を利用する変復調方式が挙げられる。
周波数を利用する変復調方式システムでは、DQPSK (Dierential Quadrature Phase Shift Key-
ing) を利用し、40Gb/sシステムが既に実用化されている。[12] 今後の展望として、周波数利用
効率を向上させるQAM(Quadrature Amplitude Modulation) [13,14]やOFDM(Orthogonal Fre-
quency Divisin Multiplexing) [15{17]等の適用が研究されている。これらの技術の実現のため、コ
ヒーレント技術 [18]と超高速のアナログ/デジタル変換技術と共に著しい進展を見せているデジタ
ル信号処理 (Digital Signal Processing)を組み合わせたデジタルコヒーレント技術が適用されてい
る。近年のデジタルコヒーレント技術としては、100Gbpsディジタルコヒーレント方式信号処理
技術が報告されている。[19,20]
波長を利用する変復調方式システムでは、40Gbpsの光信号を１本の光ファイバに 40波長多重
して伝送可能な 1.6 Tbit/sのDWDM伝送システム、10Gbpsの光信号をAdd/Drop（挿入・除去）
して光リングネットワークを構成する 800Gbps（10Gbps× 80波）のROADM（Recongurable
Optical Add/Drop Multiplexer）伝送システムが導入さている。[21] 今後、主に利用されてきた
Cバンド帯域の波長域に加え、より長波長に適用するシステムが期待される。
アクセスネットワークでは、大容量かつ高速通信可能なブロードバンド回線が普及している。ブ
ロードバンド回線の中でも 100Mbps以上の高速通信が可能となる光ファイバを家庭まで引き込む
FTTH(Fiber to the home)が主流となっている。FTTHでは、収容局舎に設置する収容装置に複
数のユーザ宅内装置がスター型で接続された構成になっている。つまり、通信に必要な装置を収容
局舎に集約し、複数のユーザで共用することによりシステム全体をリーズナブルに構成することが
できる。FTTH回線を用いた光アクセスネットワークの幾つかある方式の中で、パワースプリッタ
を利用して複数のユーザを接続する PON(Passive Optical Network)が多く活用されている。[22]
現在、実用化されている光アクセスシステムでは、片方向伝送 (1300nm帯と 1550nm帯)づつに
分け、送受信で光ファイバを 2芯使用するシステムである。多重化には時分割多重 (Time Division
Multiplexing)が採用されており、GE-PON (Gigabit Ethernet PON) や G-PON(Gigabit PON)
システムが普及している。これらのシステムでは、ユーザ当り平均で数 10Mbps以上 の伝送速度
が実現されている。今後は、さらなる大容量・高速化通信を実現するために単一波長ではなく広
波長帯域を利するWDM-PON技術が研究されている。[23]
なお、フォトニックネットワークの実用化に向けての動きとして、当然必要となるセキュリティ
面についても現在研究が進められている。[24]
1.3 フォトニックルーティング
コア（基幹系）ネットワーク並びにメトロ（幹線系）ネットワークについては、情報を光でや
りとりするフォトニックネットワークの構築が求められている。フォトニックネットワークの構
成には、広帯域な光伝送と光のままルーティング処理行うフォトニックルータが必要不可欠であ
る。ここで、フォトニックラベルルータの構成を図 1.3に示す。
フォトニックラベルルータにはラベル分離、光バッファ、光スイッチ、光ラベル識別、ラベル付
加等の機能がある。まず、入力された光パケットはラベル・データ (ペイロード)分離処理部でラ
ベル部とデータ部 (ペイロード)に分離される。ラベル部は光符号で表現され、行き先に対応する
情報を保持している。ラベル・データ分離処理部において分けられたラベルは、ラベル識別処理
部へ転送される。また、データ部は光バッファに転送され、ラベル処理部でラベル処理が行われ
ている時間だけ蓄えられる。そして、ラベル識別処理部においてラベル識別され、その結果ごと
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表 1.1: 光ラベル識別手法の主な例
方式 メリット デメリット
光シリアル-パラレル変換 高速処理 同期化
光ディジタル-アナログ変換 符号数 同期化
光符号 超高速 符号/復号器数
サブキャリア ヘッダの分岐容易 高速化
直交符号 時系列の制約が緩い クロストーク大
時空間変換 パルス幅が小さい、能動素子が不要 書き換え速度
に生み出される識別信号を光ゲートスイッチに送る。光ゲートスイッチでは、識別信号によりス
イッチされ、データ部の転送される方向が決定する。また、ラベル識別結果によりゲートが開き、
データは新しくラベルを付加され次のルータへ伝送される。[25,26] これらの処理を繰り返すこと
で、宛て先へ伝送されるシステムとなっている。
フォトニックルータの処理の中でも、本論文ではラベル情報に基づいてルーティングするシス
テムについて述べる。これまで、高速なフォトニックネットワークを実現するため、光ラベル識
別の様々な方法がこれまで多くの研究者によって提案されている。[27{39] ここで、光ラベル識別
手法の例を表 1.1に示し、それぞれのラベル識別手法の特徴を表した。本研究では、幾つかあるラ
ベル処理のうち光符号ラベルを対象としている。
図 1.3: フォトニックルータの構成例
51.4 光符号ラベル処理
光符号ラベル処理の研究の初期段階として、位相変調符号に方式を用いて符号化された光符号
に対して、符号の違いを利用して識別する方法が提案された。[40{42] それは、2個 1組の並列整
数での相互直交関係を利用したものであった。このような位相変換した光ラベルに対する処理が
新しく提案され、研究対象となり始めた。但し、この方式では限られた符号のみを対象をしてい
るだけでなく、識別に必要な強度特性が問題となった。
光ラベル処理に必要不可欠な強度特性を改善するため、複数のビット数を用いてアドレスを表
わし、ラベル処理する方式が提案された。[43,44] この方式ではまず、ルーティング表中のラベル
に相当する光符号が記録された光相関器郡が、ラベルバンクとして働く。入力光符号とラベルバ
ンク中の符号との相関を時間領域、波長領域、あるいは時間と波長領域の両方を用いて、全光学
的かつ同時並列的に演算することで行われる。光相関器は各光パケットヘッダの光符号を復号し、
符号の一致、不一致の場合に応じて、強度の異なる信号を出力することで識別するものであった。
ここで、用いるラベルは位相変調方式の中で、光 2相位相シフトキーイング (BPSK)を用いてい
る。また、ファイバーブラッググレーティング (Fiber Bragg Grating; FBG)相関器を用いると多
波長ラベルも使用できるメリットがある。しかし、対象となるラベルの種類とラベル数だけ光相
関デバイスが必要となる問題点があった。
その後、光相関デバイスを減らすための方法として、光符号分割多重通信 (Optical Code Division
Multiple Access; OCDMA)によるラベル識別が提案された。[45{47] これは、識別したい光符号
に識別信号を干渉させ、光相関処理 (自己相関と相互相関をとることで生まれる強度差)により識
別する方法である。このとき、チップパルスが時間的に重なる部分において位相が一致する場合
は光強度が足し合わされ、不一致の場合は弱くなる。この強度差を光検出器によって電気信号に
変換し閾値判定することで光符号ラベルを判別することが可能である。また、OCDMAは通信方
式であるため、多重光符号ラベル処理も可能である。多重光符号ラベルは、異なる光符号パルス
を同じ時間上に重ね合わせることで生成される。そして、先ほどと同様の処理を行うことで幾つ
かの光パルス信号の中から光複合器のパターンと一致する信号のみ自己相関が得られ、ラベル識
別できるといったものである。しかしながら、用いる符号数の割にアドレス表記できる数が少な
いといった問題点もあり、光符号のポテンシャルを最大限活かしきれていないといったデメリット
がある。
近年、符号数の問題を解決するため、1×N の光スイッチの研究が進められている。現在、少
ない入力ポート数に対して、多くの出力ポートを生み出す光デバイスは難しいとされている。従
来から研究されている 1×N の光スイッチは主に 2つあり、その一つがブロードキャスト&セレ
クト方式である。[48] これは不特定多数に同時に同じ情報を送り、受けて側がそれらを処理すると
いったものである。一般的にブロードキャスト&セレクト方式では、1×N パッシブカプラと半
導体光増幅器 (Semiconductor optical amplier; SOA)を組み合わせた構成 [27]をとり、高消光比
と低損失性といったメリットがある。しかし、ポート数N の増加と共に信号対雑音 (Signal noise;
SN)比の劣化と SOAを用いることから消費電力の問題がある。また、SOA中の非線形効果によ
る波長間クロストークや波形歪みを抑制する必要がある。
またもう一つの方法として、1× 2や 2× 2スイッチを多段接続する方法である。[49{52] これ
はツリー構造やクロスバー構造を持ち、消費電力の観点で優位である。しかし、ポート数N の増
大に伴い集積化できない問題点をもつ。
これらの問題点を解決するため、1×N のスイッチの研究が行われており、アレイ導波路回路
格子 (arrayed waveguide grating; AWG)と同様の構造をもつ光デバイスが提案された。[53,54] 入
力ポートは 1つであり、その信号をスターカプラで複数のアレイに分岐し、各アレイにおいて電
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気光学効果やキャリア効果を用いて個別に位相シフトを与える。複数のアレイをまた 1つのカプ
ラに集光させ、そのカプラにおいて希望する出力ポートへ集光させることが可能である。このス
イッチを 2個用いてスネーク構造にすることでN ×N 光スイッチに応用することもできる。しか
し、消光特性や偏波依存性といった問題点がある。
1.5 本研究の目的と概要
我々のグループでは、これまでに光 2相 PSK(Binary phase shift keying; BPSK) [55]により符
号化された光ラベルに対して、自己ルーティング的にラベル識別する光導波路型回路を提案して
いる。[56{58] そこで、本研究では光 4相 PSK(quadri phase shift keying; QPSK)符号 [55]の識
別を目的としている。特に、ルータのラインレートが 100Gbps以上を目指し、広い波長帯域での
処理が可能であり、電気処理を用いずにより省電力で動作する光符号ラベル処理の開発を目的と
している。本研究では、コヒーレント光による位相変調符号による光符号間の干渉を利用する手
法を検討する。理論解析として、シングルモード導波路を用いて、2次元スラブ型導波路での光波
の伝搬を確認した。次に、利用可能な波長帯域の検討を行った。更に、識別特性を改善するため
に入力する 2シンボル目以降の光信号の強度を調整するシステムを提案し、複数光ラベル識別特
性を検討した。一方、識別するラベル数は減少するが、識別特性を上げることが可能な光デバイ
スの提案も行っている。今回提案する光符号ラベル処理は以下に示す特徴を有している。
1. パッシブな光デバイス素子しか用いていないため、電気処理を用いずに光処理のみで識別
可能
2. パラレルな状態で入力された光パルスの識別を対象としているが、時系列に対してシリアル
な状態で入力された光パルスであっても入力方法を工夫することでシリアル－パラレル変換
が不必要
3. 1× 2や 2× 2の光スイッチの大集積化に対する問題点は、1又は 2シンボルラベル識別用
光回路を 1つのモジュールとして多段に組み合わせることで解決
4. 提案する光回路は広い波長帯域 (1.5～1.6m)は利用可能であり、WDMや多波長光パケッ
ト通信への適応を期待
5. 入力信号強度を調整することで識別特性の改善可能であり、複数光ラベル識別用光回路への
拡張を期待
6. 入力信号強度を調整することで識別結果が最も良くなるようにした場合、光増幅器が不要と
なる構成も可能
本提案回路は、QPSK光符号で表現される全光ラベルをそれぞれ異なる出力ポートへの光パル
スとして出力することが可能である。その提案回路は、3dB方向性結合器、Y分岐、非対称Xジャ
ンクションから成り、入力ポートが 2つ、出力ポートが 4つあるデバイスである。つまり、提案す
る光回路はパッシブな導波路型回路のみから構成される。そして、一つの入力ポートに基準信号
となる光パルスを入力し、もう片方の入力ポートに識別したいQPSK光符号を入力する。その結
果、入力したQPSK光符号により出力される光パルスが変化する。その出力される各々のポート
の出力信号強度の差 (最大出力強度とその次に大きい出力強度差)によりラベル識別を行う。
7また、提案回路の後ろに位相シフト回路をはさみ、多段に組み合わせることで複数シンボルの
処理にも対応することが可能である。しかし、複数シンボルに対応させると出力強度差が小さく
なり識別困難となる。そこで、2シンボル目以降に入力するQPSK光符号の強度を変化させてや
ることで強度差を改善でき、複数シンボルにも対応した光デバイスとして期待できる。
本提案光回路は、波長依存性が少ない光デバイス素子のみ用いている。基本と成る 3つの光デ
バイスのうち、3dB方向性結合器のみ波長依存性が少しだけあるが、本提案光回路は波長依存性
が抑えられているデバイスである。本提案光回路は広い波長帯域 (1.5-1.6m)でうまく機能する
ことを報告している。また、2シンボルラベル識別用導波路型光デバイスについても同様である。
つまり、次世代フォトニックラベルルータに必要な要素を全てカバーしている。これらのことを
第 7次パデ近似を用いたビーム伝搬法によるコンピュータシミュレーションにより検証にした。
1.6 本論文の構成
本論文は全 8章から構成される。
第 1章では、序論として緒言から研究目的、本論文の概容について説明する。
第 2章では、光の基本的性質及び基礎的な光導波路解析について述べる。光は電磁波の一種であ
ることからマクスウェル方程式で表されるため、光導波路の伝搬解析はマクスウェル方程式を解
くことが求められる。そこで、基本的な導波路解析について、二次元導波路と三次元導波路を境
界条件を用いて解く手法を述べる。また、光導波路解析に必要なモードの概念について説明する。
第 3章では、本論文で提案する光導波路デバイスの動作検証のために今回用いたビーム伝搬法
(Beam Propagation Method; BPM)によるシミュレーションについて述べる。様々なタイプのビー
ム伝搬法がある中で今回は有限差分ビーム伝搬法を用いて解析することから有限差分ビーム伝搬
法における波動方程式を説明する。次に、パデ近似を用いたビーム伝搬法におけるプログラムを
組み方について述べる。
第 4章では、提案デバイスの構成要素の一つである 3dB方向性結合器について、その動作原理
でもあるモード結合理論 (Coupled Mode Theory; CMT)について述べる。モード結合理論とは、
光導波路のモードを考慮したのちにモードの複素振幅を変数として解析する手法であり、本章で
はモード結合理論の概要から安定化、方程式を解く計算式を説明する。このモード結合理論を活
用し、提案回路の波長依存性 (第 6章)も評価している。
第 5章では、提案回路を構成するために用いた基礎となる光デバイス素子の特性について説明
する。なお、光デバイス素子とは方向性結合器、Y分岐導波路、非対称Xジャンクション、位相
シフタの 4つである。
第 6章では、提案デバイスの具体的な構成及び動作について述べる。提案回路ではQPSK光位
相識別が可能であり、理論計算結果と有限差分ビーム伝搬法を用いたコンピュータシミュレーショ
ンを比べるとほぼ等しい結果を得た。また、QPSK光位相識別用光回路を基本モジュールとして
複数光ラベル識別用導波路型光デバイスを構成することができることを説明し、複数光ラベル識
別用導波路型光デバイスの光ラベル識別特性を理論解析とシミュレーション結果を踏まえて評価
した。また、提案回路の波長依存性について解析し、QPSK光位相識別用光回路は (1.5-1.6m)の
波長帯域で使用可能であることを明らかにした。
第 7章では、提案回路の識別特性を改善する手法について述べる。提案回路では光増幅器を利
用する構成をしているが、その増幅度合により識別結果がどのように変化がするのかについて理
論解析とシミュレーション結果から比較・評価する。また、必ずノイズに対する評価が実用化に
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向けての課題となるため、提案回路のノイズ特性について検討する。なお、本論文で対象として
いるノイズは自然放出光ノイズである。
第 8章では、以上の研究により得られた成果をまとめ、今後の研究課題について述べる。
第2章 光導波路解析
光導波路を解析する場合、電磁波の伝搬を記述する方程式であるマクスウェルの方程式を扱う。
導波路の伝搬は、一般的にマクスウェルの式に対して、仮定、近似、変形などを施して、解きや
すく変形した式を導出する。次に、その導出された式に対して、能率良く安定に解くことが可能
である解法を適用する。つまり、解くべき問題（光導波路）によって、最適な変形及び解法は異な
る。[59{61]
2.1 光導波構造の概論 [59]
2.1.1 屈折率の高い部分に光が集中する理由
屈折率が一様な自由空間では光は直進する性質があることから、光を意図した方向に伝搬させ
るためには細工が必要となる。このときに利用されるのが「光は屈折率 nの高い部分に集中する」
という性質である。まず、屈折率の高い部分に光が集中する理由を完結に述べる。
物質内の電磁気的性質を表す構成方程式でにおいて、非磁性媒質内の電束密度は
D = "0E + P "0 :真空中の誘電率 (2.1)
と書ける。分極 P と電界Eの関係が線形関係で表されるとき、電束密度は比誘電率 "を用いて
D = ""0E; "  1 + E ; P = "0EE (2.2)
となる。なお、E は電気感受率であり、比誘電率 "は屈折率 nと
" = n2 (2.3)
で関係付けられる。
分極は電界Eが存在するとき、光を誘起するという物理的意味を有している。つまり、屈折率
nが高いということは式 (2.2)、(2.3)より分極が大きいことを表し、屈折率 nが高い部分に集中し
やすいという結論が得られる。多くの場合、このような考え方で導波の様子を説明することがで
きる。
2.1.2 光導波構造の種類
光を特定領域に閉じ込めるため、様々な形状・構造あるいは材料の光導波路や光ファイバが用
いられている。
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図 2.1: 導波構造例（コアの屈折率＞周辺部の屈折率）[59]
(1) 光の閉じ込めによる分類
導波構造の基本は光の閉じ込めが一方向のみにあるもので、2次元光導波路といわれる。図 2.1(a)
に示すように、基板の上に基板よりも屈折率の高い薄膜を塗布すると、面内に光が閉じ込められ
る。このような面内で一様な薄膜状のものを薄膜導波路（thin lm waveguide）と呼ぶ。屈折率が
高く、光が導波される部分をコア（core）という。複数の層状構造で導波させるものをスラブ導波
路（slab waveguide）という。特にコアの両側の屈折率が等しい三層スラブ導波路はすべての導波
構造の基本となっている。面状に導波構造が形成されているものをプレーナ型（planer type）と
いう。
上記薄膜導波路では、どの方向にも光が面内に伝搬する。そこで、特定の方向に光を伝搬させ
るためにもう 1次元の閉じ込めを行い、その光の閉じ込めが 2次元にあるものが 3次元光導波路
となる。図 2.1(b)は 3次元導波路の一例で埋め込み型といわれている。コアの周辺の屈折率の低
い部分をクラッド（cladding）という。
3次元導波路の中でも、特に円形断面のものを光ファイバ（optical ber）といい、これの基本
構造を図 2.1(c)に示す。
(2) 形状による分類
各種導波構造の分類を表 2.1に示す。構造が光の伝搬方向に対して均一で、かつコア領域が一
つの直線導波路（straight waveguide）がすべての導波路の基本となる。各種応用に向けて、光を
効率よく閉じ込めるための方法が工夫され、リブ型（rib type）やリッジ型（ridge type）などが
ある。また、光の伝搬方向の構造が均一だが、コア領域が近接して複数あるものは平行光導波路
（parallel waveguides）と呼ばれる。それには、同一方向に伝搬する二つの導波モードを結合させ
る機能を有し、方向性結合器（directional coupler）とも呼ばれる。コア領域としては一つだが、
屈折率が光波の伝搬方向に対して周期的に変化するものを周期構造導波路（periodic waveguide）
という。これは逆方向に伝搬する二光波を結合させる機能を持つ。
次に、光の伝搬方向に対し、構造が変化している導波路解析は困難である。一定の曲率で曲がっ
ている導波路を曲がり導波路（curved waveguide）といい、これは光路変換用などに用いられる。
光の伝搬方向に対して構造が変化している導波路として、導波路幅が徐々に変化するテーパ導波
路（tapered waveguide）や、導波路が途中で分岐している分岐導波尾路（branching waveguide）
等がある。これらの電磁界解析はビーム伝搬法等の数値的開放に頼るしかない。構造が波長と同
程度の変化をしている場合には有限差分時間領域（Finite Dierence Time Domain; FDTD）法
といった特殊な手法が必要となる。
(3) 光導波路材料
光導波路形成用にガラス、プラスチック、半導体、強誘電体などがよく利用される。その中でも
誘電体導波路（dielectric waveguide）が代表的材料であり、ガラス、石英、プラスチックは光伝
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表 2.1: 導波構造の分類
構造の特徴
分類 断面内 軸方向 具体例
薄膜導波路（プレーナ型）
2次元光導波路 対称 均一 三層対称スラブ導波路
非対称 均一 三層非対称スラブ導波路
単一 均一 方形導波路、リブ型、リッジ型
複合 均一 平行光導波路
周期変化 周期構造導波路
3次元光導波路 均一 不均一 一様曲がり
不均一 不均一 テーパ・分岐導波路、非線形効果
不均一 波長と同程度の微細構造
不均一 空間変化だけでなく時間変化も含む
軸対称 均一 ステップ型
軸対称 均一 グレーデッド型
光ファイバ 均一 不均一 一様曲がり
非軸対称 均一 偏波光ファイバ
任意 均一 軸対称・階段状屈折率分布
送路あるいは光フィルタなどに利用される。強誘電体は電気光学効果や音響光学効果を用いた光
変調器、光偏向器、光スイッチなどの能動素子としてよく用いられる。また、半導体はレーザや
発光ダイオード（Light Emitting Diode; LED）などの光源以外にも、光変調器、光検出器などに
用いられ、集積化に適した材料である。
(4) 光ファイバ材料
光ファイバ材料として代表的なのは石英（SiO2）であり、低損失かつ安定的な伝送路を提供でき
ることから広く用いられている。石英系光ファイバでは屈折率の高いコアを形成するため、SiO2
に GeO2 や P2O5 が添加されている。石英系が低損失になる波長域は近赤外の 1:55m近傍であ
り、また分散が小さくなるのはステップ型では 1:3m近傍であり、これらの波長帯が中・長距離
の光通信に利用される。
光ファイバ材料としてプラスチックも用いられる。プラスチック光ファイバ（Plastic Optical
Fiber; POF）の大半は、コア部分に透光率の優れたポリメチルメタクリレート（PMMA）樹脂が
用いられている。また、クラッドにはテトラフルオロエチレン/ポリフッ化ビニリデン共重合体な
どのフッ素樹脂が使用されている。プラスチック光ファイバの特徴は、低価格や高い開口数が達
成できることなどである。POFの損失は石英に比べると 2桁程度大きい。POFは可視域の伝送に
適し、機器内・機器間、LANなどの短距離通信やセンサ、照明などに使われることが多い。コア
をプラスチック、クラッドを石英とした光ファイバもある。
2.1.3 光の導波原理
ここでは、全反射による光の導波原理をマクスウェル方程式を用いることなく、幾何光学と波
動光学の両面から検討する。光線の向きが波面（等位相面）に垂直なことを利用すると、光導波
路での固有地方程式や他の性質が、物理的考察と比較的簡単な数学を用いることで導ける。
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図 2.2: 全反射の様子
(1) 全反射
光が空気（屈折率 n = 1:0）中から水（n = 1:33）に入射するとき、空気と水の境界面で屈折す
る。特殊な媒質でない限り、光線の入・出射点を逆にしても同じ光路を伝搬するという逆進性が成立
する。屈折率が異なる媒質の境界面での屈折率の様子はスネルの法則（Snell's law）で記述される。
図 2.2(a)に示すように、光線が境界線となす角度を j、境界面とのなす角度を j（ j+j = =2、
添字 j = 1(2)は入射 (屈折)側）とすると、
n1 sin 1 = n2 cos 2 (2.4a)
n1 cos 1 = n2 sin 2 (2.4b)
が成立する。式 (2.4a)より、光線が法線となす角度  は、屈折率が高い媒質側で小さくなること
がわかる。光線の角度は、光学の分野では境界面の法線となす角度を用いるが、導波光学では光
軸となす角度を用いることが多い。
光線が屈折率の高い媒質側から低い側に向かうとき、屈折角  2が 90度になる入射角が存在す
る。この入射角を臨界角（critical angle）と呼ぶ。臨界角は、
n2 sin

2
= n1 sin c = n1 cos c
より、
 c = arcsin
 
n2
n1
!
(2.5a)
c = arcsin
 p
n21   n22
n1
!
= arcsin(
p
2) (2.5b)
となる。ここで、は比屈折率差であり、
  n
2
1   n22
2n21
で表される。入射角  iが臨界角  cよりも大きくなると、光線は屈折することなく元の媒質側に
戻る性質がある。この性質（現象）を全反射（total reection）という。全反射のときは入射角と
反射角は等しい。
屈折率の高い媒質の両端に屈折率の低い媒質を作製すると、全反射に基づいて屈折率の高い部
分に光が集中することが予測できる。これが、光導波路や光ファイバにおける導波原理に利用さ
れている。
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(2) エバネッセント成分
全反射を波動的に検討すると、図 2.2(b)のように全反射時に光が低屈折率側にわずかに侵入し
ており、境界面では反射位置がわずかにずれている。屈折率の低い媒質側にしみ込む電磁界をエ
バネッセント成分（evanescent component）という。この成分は低屈折率側で指数関数的に減衰
しており、距離としては
xg ' 1
n1k0(sin
2 c   sin2 m)1=2
(2.6)
程度しみ込んでいるが、光エネルギーは流入しない。ここで、k0 = 2=0は真空中の波数、0は
真空中の波長であり、xgは波長オーダの値である。mは高屈折率側での光線が光軸となす角度で
ある。xg の逆数はクラッドにおける電磁界の単位距離あたりの減衰率に対応する。
反射点のずれは、全反射に伴って位相が変化することを表している。これをグース・ヘンシェ
ンシフト（Goos-Hanchen shift）と呼ぶ。この位相変化量は
R =  2 arctan
(
[cos2 m   (n2=n1)2]1=2
g sin m
)
=  2 arctan
"
(sin2 c   sin2 m)1=2
g sin m
#
(2.7a)
g =
(
(n2=n1)
2 : P 成分
1 : S成分
(2.7b)
で表され、伝搬角 m（< c：臨界角）に依存する。ここで、P (S)成分とは光の振動面が伝搬面
内（伝搬面に垂直な面内）にある成分を意味している。
(3) 光導波路における構造一様性のもつ意味
光導波路の基本構造を図 2.3に示す。光エネルギーを閉じ込めるのに使う屈折率が高い部分を
コア、コア両端の屈折率の低い部分をクラッドという。コアの屈折率を n1、クラッドの屈折率を
n2(< n1)、コア幅を dとする。このような屈折率分布 n(x)が断面に垂直な方向（z軸）に一様に
分布しているとする。
光線の伝搬角 mが臨界角 cより小さくなると、光線はコア・クラッド境界で全反射を繰り返
しながら、全体としては z軸方向に伝搬する。まず、この点について構造の一様性との関連を調
べる。
媒質が位置に存在する屈折率分布 n(r)で記述されるとき、光線の軌跡は光線方程式（ray equa-
tion）
d
ds

n(r)
dr
ds

= grad[n(r)] (2.8)
で求められる。ただし、rは位置ベクトル、sは光線に沿って測った単位ベクトルの大きさである。
屈折率分布が zに依存しないとき、光線方程式の z成分より
d
ds

n(x)
dz
ds

=
@n(x)
@z
= 0
が得られる。dz=dsが方向余弦で cos mに等しいから、上式は、各位置での屈折率と光線の方向
余弦の積 n(x) cos mが、屈折率分布 n(x)によらず伝搬軸方向の不変量となるべきことを表して
いる。
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図 2.3: 光導波路の構造と導波原理
導波光学の分野では、光の伝搬方向の不変量を伝搬定数（propagation constant）と呼ぶ。コア
部のパラメータを用いると、伝搬定数は光線の伝搬角に対応して
m = n1k0 cos m (2.9)
となる。但し、k0 = 2=0は真空中の波数、0は真空中の波長、mはコアでの光線が光軸とな
す角度である。以上により、構造が伝搬方向に均一であれば、伝搬定数が存在し、伝搬定数は自
由空間における波数と同じ役割を担う。
因みに屈折率が断面内の x方向でも均一な場合、たとえばコア内だけを対象とする場合、z方向
の場合と同様にして、横方向の不変量
m = n1k0 sin m (2.10)
が得られる。この mは横方向波数成分に対応している。
コア部に集中する電界は、断面内方向（x方向）には伝搬しない。つまり、x方向には定在波が
形成されている。しかも、構造が伝搬方向に対して一様だから、この定在波は z軸のどの位置に
おいても同じ形状をしている必要がある。定在波の形成には、伝搬軸と等しい角度をなす二つの
平面波（波面に垂直な方向が光線の向きに一致）を考える必要がある [図 2.3(b)参照]。
(4) 導波路での固有値方程式
光導波路構造は z軸方向に均一で、断面内で定在波が形成されているとする。図 2.3(b)で、光
線が反射点を含む面A1B1から面A2B2まで伝搬するときを考える。定在波形成のためには、両断
面での光波が同位相でなければならない。いま B2からOA1の延長線上へ下ろした垂線の足をD
とおく。
点A1およびB2における電界は、A1B2方向に進行する平面波（図中の実線で平面波 1とする）
と、B1A2方向に進行する平面波つまり面A1Cから面DB2に進行する平面波（図中の破線で平面波
2とする）と二つの波の合成振幅で決まる。光線がA1B2間を伝搬するとき、この平面波 1による
伝搬距離は (d= sin m)、平面波 2による伝搬距離A1DはA1B2 cos 2mつまり (d cos 2m= sin m)
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となる。位相は幾何学的距離と屈折率、真空中波数 k0の 3つの積で表されるから、上記二平面波
の位相差は
 = n1k0
d
sin m
(1  cos 2m) (2.11)
で得られる。
ところで、波面がコア・クラッド境界で反射するとき、記述のようにエバネッセント成分に伴
う位相変化 Rがある。面A1B1と面A2B2での光が同位相となるには、上記両波面間の位相差と
光路中での二回の反射を考慮して、全位相差が 2の整数倍となればよい、よって、光導波路断面
内で定在波ができるための位相条件は
+ 2R = n1k0
d
sin m
(1  cos 2m) + 2R = 2m (2.12)
で書ける。ただし、mは整数である。式 (2.12)を整理して、定在波条件
(n1k0 sin m)2d+ 2R = 2m m :整数 (2.13)
を得る。式 (2.13)は 2次元光導波路における、光線理論に基づく固有値方程式であり、光導波路
中を伝搬する光の状態を規定する。固有値方程式を満たす光の状態をモード（mode）、伝搬する
ものを導波モード（guided mode）と称する。
横方向波数成分 m（式 (2.10)）を用いると、式 (2.13)は次のように書きな直せる。
m2d+ 2R = 2m (2.14)
これはコア部分を横方向に一往復したときの位相変化量が、境界部分での効果も含めて、2の整
数倍のときに定在波がたつことを意味している。
式 (2.13)、(2.14)のもつ意義は次のようにまとめられる。
1. mが整数であるから、光導波路中で許される光線の伝搬角 mは、m  c（臨界角）を満
足する範囲内で、かつとびとびの値だけである。このような量子化の性質は導波構造特有の
ものである。
2. 光導針構造や使用波長が指定されたとき、光導波路中を導波するモードお性質では、コア媒
質の特性だけでなく、コア・クラッド境界でのグース・ヘンシェンシフトも考慮する必要が
ある。
3. 式 (2.13)でグース・ヘンシェンシフトを無視すると、これは 2方向に伝搬する光の光路長差
が波長 0の整数倍になるべきことを表す。よって、次数mが大きくなるほど光路長差が大
となり、この条件は 0 ! 0（光線近似）で成立しやすくなる。つまり、光線近似は次数m
の大きな高次モードほど妥当になる。
4. 三層スラブ導波路の解析に使用できる。
5. ステップ型光ファイバにおける子午光線の解析にも適用できる。
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(5) 光線の伝搬角
固有値方程式を満たすモードが導波路中で存在することができるとき、これを導波（伝搬）モー
ドという。光線近似は次数mの大きな高次モードで有効となる。位相変化は光線の伝搬角 mに
依存し、mが微小なとき R '  、m = c（臨界角）のとき R = 0となる。これらを式 (2.13)
に代入すると、光線の伝搬角が次式で近似できる。
m '
(
(m+1)0
2n1d
: mが微小
m0
2n1d
: m = c
(2.15)
上式が意味するところは次のようにまとめられる。
1. 固有値方程式は m の離散値に対してのみ成立し、導波モードにおける光線の伝搬角は m
と次数mが 1対 1に対応している。
2. 高次モードほど伝搬角 mが大きい。
3. 光線の伝搬角 mは波長 0に比例し、コア幅 dや屈折率 n1に逆比例する。
4. モード次数mはコア内での電界の節の数に対応する [図 2.3(c)参照]。
2.1.4 光の導波構造での物理的特徴
光の導波構造での物理的特徴は次のようにまとめられる。
1. 光波を狭い空間に閉じ込めることが可能となる。自由空間と異なり、導波構造に応じた特定
の光の状態（モード）だけが存在できる。
2. 光波を特徴づけるために、真空中では波数 k0で記述するのに対し、伝搬方向に均一な導波
構造では通常、伝搬定数 で記述される。
3. 同軸ケーブル（銅線）では金属表面で電界が零となっているが、光の導波構造ではクラッド
にも光波がしみ出している。これを開放型導波路という。
4. 分散特性を持つ。つまり、伝搬定数 が周波数依存性を持つ。この性質は通信など信号伝送
で重要となる。
5. 損失を持つ。損失は製造技術に依存する。一般に、光導波路の方が光ファイバよりも損失が
大きい。これは、光ファイバではプリフォーム（母材）を紡糸するので、揺らぎが全体にな
らされて、散乱損失が小さくなるためである。
6. 複数の光導波路のコアを波長オーダの間隔で近接させると、性質 3により光波がコアから漏
れているので、両コア間で相互作用が生じ、光波が伝搬とともに他のコアに移行する（分布
結合）。この分布結合で新しい機能が付加できる。
7. 光はミリ波やマイクロ波と同じ電磁波であるが、光の波長 の方がはるかに短い。したがっ
て、動作原理がマイクロ波と同じとしても、相互作用量は通常波長に依存するので、光の波
長が短い分だけ素子サイズを小さくできる。そのため、小さな光回路素子が実現可能となる。
8. 曲げが緩やかであれば、放射損失を伴うことなく光路を自由に曲げられる。
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単なる光の導波だけなら、受動素子としての応用しかないが、光と物質の相互作用とりわけ屈
折率への影響を利用すると、導波構造の応用範囲が広がる。例えば、電気光学効果、音響光学効
果、磁気光学効果、応力、温度等で屈折率が変化する。この性質を併用すると、光素子に機能を
付加でき、光変調器、光スイッチ、光アイソレータ、センサなどへの各種応用が開ける。
2.1.5 光回路素子の導波路化による利点
光を導いたり分岐する際に、古くはレンズ、ミラー、プリズム、回折格子などの光部品が使用
されてきた。また、バルク（bulk）材を用いた光デバイスが数多く開発されている。これらの光
部品・素子は、大きい、動作電圧が高い、動作安定性に欠けるなど、実用的には必ずしも満足で
きるものではない。これらの欠点を解消するため、光回路素子で光を特定の空間に閉じ込めてい
る。この導波路化により各種利点が生まれ、その利点がまた応用に生かされている。
前小節で導波構造による物理的特徴を示したが、これらのうちのいくつかは導波路化による利
点と密接な関係を持つ。導波路化による利点と応用例との関係を表 2.2にまとめる。
光は狭い空間に閉じ込められるので、光回路が小型化できたり、導波路中で光パワ密度が増加
する。これらに伴い、低電圧動作、低消費電力、発熱量の減少などがもたらされる。また、導波
路中では回折広がりがなくなるので、相互作用長が長くとれる。導波路では屈折率の高い部分に
光が集中するため、光路を意のままに変えることが容易となり、曲げ、分岐、合波に利用されて
いる。複数のコアが接近して存在すると、光波のコア間相互作用により分布結合という新しい機
能が生まれる。このように光回路素子の導波路化により、レンズやミラー等の古典的光学素子で
は達成できなかったさまざまな利点が生まれる。
光導波路を利用した光素子の具体例には次のようなものがある。光源（発振器）としては、光
の活性層（利得のあるコア領域）の周囲をクラッドで包み込んだ半導体レーザや発光ダイオード
がある。半導体レーザで光の伝搬方向に周期構造を付加した分布帰還形半導体レーザは縦モード
数の減少に役立っている。
表 2.2: 導波路化による利点と応用例
特徴 応用上の利点 応用例
(i) 素子の小型化 高い光パワ密度、占有空間の減少 半導体レーザ、発光ダイオード
光変調器
(ii) 性能向上 低動作電圧、低消費電力 光変調器、光スイッチ
(iii) 長い相互作用長 単位距離当りの効果が小さくても 光ファイバ増幅器、光フィルタ
長さで効果が増大（特に、光非線
形効果の利用）
(iv) 光路の制御 光路を徐々に曲げることが可能、 光変調器、光ファイバ
分岐・号波
狭い空間に通すことが可能 光スイッチ
(v) 新しい機能の付加 分布結合 方向性結合器、2 2スイッチ
カプラ、光変調器
(vi) 熱的・機械的安定性 発熱量の減少、外部環境の影響 各種素子
を受けにくい
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光の伝送路として、一方向にのみ光を閉じ込める光導波路や、円筒状の中心部に光を閉じ込め
る光ファイバがある。光ファイバのコア内に希土類金属を添加した光ファイバ増幅器は、長い相互
作用長という利点を利用している。光ファイバは曲げても使用できるので、光の伝搬方向が自在
に変えられる。各種機能を付加したものとして、光変調器、光フィルタ、光スイッチなどがある。
複数の機能をもつ小型化された光回路素子を単一基板上に集積させるものを、光集積回路（optical
integrated circuit）あるいは光 ICという。集積化の利点として同一工程での複数回路素子の作製
がある。光集積回路は、全体を同一工程で作製するモノリシック（monolithic）ICと、各光回路
素子を独立に作製した後に全体を一体化するハイブリッド（hybrid）ICに分類できる。
光集積回路の概念は 1969年に提唱され、最近では光回路素子どうしだけでなく、光素子と電子
デバイスとの集積化も行われており、これは光電子集積回路（Opto-Electronic IC; OEIC）と呼ば
れている。例えば、半導体レーザと電界効果トランジスタ（Field Eect Transistor; FET）、FET
と受光素子などの組み合わせがある。
2.1.6 導波構造の各種応用
光導波路や光波回路は、光を自由空間ではなく、導波構造に閉じ込めて光を意のままに操れる
ようにするのが最大の特徴であり、広い意味での光学系の安定性に寄与する。したがって、この
ような特徴を生かせる分野に応用可能であり、主な応用例は以下のようなものがある。
 従来型バルク光素子で行われていたのと同じ機能の導波構造型への置換え
 ファイバ型光デバイス
 光ファイバセンサなどの光計測
 光通信の要素技術
 各種タイプの半導体レーザの基本構造
 光波回路や光応用システム
2.2 光の伝搬
光は電磁波の一種なので電磁現象を表すマクスウェルの式で表される。但し、マイクロ波と異
なり、光の周波数領域では完全導体は存在しないので、電流項は存在しない。
2.2.1 マクスウェル方程式と構成方程式
電磁波の伝搬の様子はマクスウェル方程式（Maxwell's equations）を解いて求められる。電界
をE[V/m]、磁界をH[A/m]、電束密度をD[C/m2]、磁束密度をB[T]、電流密度を J[A/m2]、自
由電荷密度を [C/m3]とするとき、マクスウェル方程式は
rE =  @B
@t
(2.16a)
rH = @D
@t
+ J (2.16b)
divD =  (2.16c)
divB = 0 (2.16d)
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で記述される。式 (2.16a)はファラデーの電磁誘導法則、式 (2.16b)はアンペアの法則、式 (2.16c),(2.16d)
はガウスの法則である。ここで、電流密度と電荷密度は連続の方程式
@
@t
+ divJ = 0 (2.17)
を満たしている。
媒質中で分極（polarization）P[C/m2]や磁化（magnetization）M[A/m]が存在するとき、構
成方程式（constitutive equations）は
D = "0E+P (2.18a)
B = 0H+M (2.18b)
J = E (2.18c)
"0 = 8:854 10 12[F/m]
0 = 4  10 7[H/m]
と書ける。ここでも、"0 は真空中の誘電率（permittivity）、0 は真空中の透磁率（magnetic
permeability）、は電気伝導率（electric conductivity）である。
電界や磁界があまり大きくなく、分極と電界の関係などが線形関数
P = "0EE (2.19a)
M = 0MH (2.19b)
で表せるとき、比例係数 E を電気感受率（electric susceptability）、M を磁化率（magnetic
susceptability）という。式 (2.19)を式 (2.18)に代入し、
D = ""0E; "  1 + E (2.20a)
B = 0H;   1 + M (2.20b)
とおくとき、"を媒質の比誘電率（specic dielectric constant）、を媒質の比透磁率（relative
magnetic permeability）という。"や は媒質の分極機構に依存するため、一般には定数でない。
光導波路や光ファイバでは屈折率分布を既知として、電磁界分布やそれから派生する特性を求
めることが多い。屈折率 nは
n2 = " (2.21)
で比誘電率 "と直接関係付けられる。よって、物理に近い分野では媒質中の誘電率が用いられる
こと（ここでの ""0の値を "で記述することに相当する）が多いのに対して、導波光学では、誘電
率そのものではなく、比誘電率が多用される。しかし、光波領域では比誘電率はほとんど使われ
ず、屈折率 nが使われる。
2.2.2 境界条件
図 2.4のように、異なる誘電率 1; 2をもつ二つの媒質が接している状況を考える。境界におい
て、電磁界が満たすべき条件を以下に示す。
E
(1)
t = E
(2)
t (2.22a)
H
(1)
t = H
(2)
t (2.22b)
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式上での (1),(2)の添え字は媒質の番号を表し、(t)は境界に接した部分の成分を表している。つ
まり、E;Hともに境界に接している成分が連続である必要がある。これらの式は面Aで面積分す
ることから証明できる。境界条件で、必要十分なのは、「電磁界の接線成分は連続」である。しか
し、解くべき問題によっては、境界に接する成分が解析に使用する変数に含まれない場合がある。
その場合、境界に垂直な成分に対する境界条件が必要である。境界に垂直な電界成分Enに対する
境界条件は次式にように与えられる。
1E
(1)
n = 2E
(2)
n (2.23)
2.2.3 導波路解析
導波路は通常、図 2.5(a),(b)のように三次元構造である。導波路は、コアとクラッドと呼ばれる
部分から成る。屈折率の高いコアと屈折率の低いクラッドとよばれる部分が取り囲み、光はコア
に沿って伝搬する。現在では、三次元構造について数値解析するソフトや計算機も存在している。
しかし、三次元構造になれば計算も複雑になり、計算機の処理時間がかかる。そこで、図 2.5(b)
のような三次元導波路を図 2.5(c)で二次元構造で近似して解く方法がある。この手法を等価屈折
率法と呼び、図 2.5(c)のような導波路をスラブ導波路と呼ぶ。「スラブ」とは、「平板」といった
意味である。
図 2.4: 境界
図 2.5: 三次元導波路と二次元スラブ導波路 ((a)光ファイバ、(b)、(c)Y分岐)
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図 2.6: 二次元のスラブ導波路
ここで、光の伝搬を解析する定番的な数値計算法である差分ビーム伝搬法を用いて導波路解
析を行う場合について簡単に述べる。図 2.5(b)において、仮に格子点数を「縦 100、横 400」と
し、図 2.5(c)では「横 400」とする。図 2.5(b)をADI-BPM(Alternative Direction Implicit-Beam
Propagation Method; 交互方向陰的差分法)で解くとすると、1ステップの計算に「未知数 400個、
バンド幅 3の連立一次方程式を 100回」及び「未知数 100個、バンド幅 3の連立一次方程式を 400
回」解く必要がある。図 2.5(c)では、1ステップの計算に「未知数 400個、バンド幅 3の連立一次
方程式を 1回」解く必要がある。バンド幅 3の連立一次方程式を解くのに必要な計算量は未知数
の個数に比例するので、「未知数 100個、バンド幅 3の連立一次方程式を 1回解く計算量を 1」と
すると、図 2:5(b)の計算量は 800に対し、図 2.5(c)の計算量は 4である。つまり、二次元構造で
解く方がはるかに計算量が少なくて済むことが分かる。
但し、三次元構造は常に二次元構造で近似できるわけではない。等価屈折率法を用いて二次元
構造で近似することは、概念的に次のことを意味している。コアの部分では常に y方向のフィー
ルド分布は、特定の形状であることを仮定している。ゆえに y方向偏微分の項が定数となり、結
果的にコアの屈折率が変化したような効果となる。つまり、常に光は上下方向に閉じ込められて
いる必要がある。光が上下方向に放射する可能性がある構造に対しては、上記の仮定が成立しな
くなるため、等価屈折率法を用いることができない。また、むりやり用いることも可能ではある
が、精度が悪くなる。
2.2.4 二次元導波路
図 2.6のようなスラブ導波路における光波の伝搬問題を解析することを考える。ここで、波の伝
搬方向を z方向にとる。また、一様な方向として y方向をとる。y方向に一様な構造をもつので、
電磁界成分の大きさのうち、y方向には大きさの変化は無いので y方向の偏微分は 0となる。マク
スウェルの方程式を成分ごとに書き下し、y=@y = 0とおく。そこで、TE波 (Transverse Electric)
と TM(Transverse Magnetic)波に分ける。
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まず、マクスウェルの式において、y=@y = 0とおくと
 @Ey
@z
+ j!Hx = 0 (2.24a)
@Ex
@z
  @Ez
@x
+ j!Hy = 0 (2.24b)
@Ey
@x
+ j!Hz = 0 (2.24c)
 j!"Ex   @Ey
@z
= 0 (2.24d)
 j!"Ey + @Hx
@z
  @Hz
@x
= 0 (2.24e)
 j!"Ez + @Hy
@x
= 0 (2.24f)
となる。ここで TE波を解析する場合、変数を Ey のみにすることが多い。式 2.24(a),(c)をそれ
ぞれ z,xで偏微分し、式 2.24(e)に代入するとEyだけの式が得られる。ここで、式 2:9(a)をHxの
み左辺にくるように変形し、両辺を zで偏微分すると次式のようになる。
@Hx
@z
=
@
@z
(
1
j!
@Ey
@z
) =
1
j!
@2Ey
@z2
(2.25)
式 2:24(b)をHz のみ左辺にくるように変形し、両辺を zで偏微分すると次式のようになる。
@Hz
@x
=
@
@x
(
 1
j!
@Ey
@x
) =
 1
j!
@2Ey
@x2
(2.26)
式 2.25と式 2.26を式 2.24(e)に代入すると、
1
j!
@2Ey
@x2
+
1
j!
@2Ey
@z2
  j!"Ey = 0 (2.27)
両辺に j!をかけて、
@2Ey
@x2
+
@2Ey
@z2
+ !2"Ey = 0 (2.28)
光の分野では  = 0であり、!2"は次のように書き換えられる。
!2" = !2"00"r = k
2
0n
2 (2.29)
よって、次式が得られる。
@2Ey
@x2
+
@2Ey
@z2
+ k20n
2Ey = 0 (2.30)
k0は真空中の波数であり、2=に等しい。式 2.30が TE波を記述する基本方程式である。残り
の 2成分は次式で表される。
Hx =
1
j!
@Ey
@z
(2.31a)
Hz =
 1
j!
@Ey
@x
(2.31b)
導波路を z方向に伝搬するモードの場合、Hx; Ey の値は大きく、Hz の値は小さい。電磁波は横
波であるといった性質を残している。
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ここからは、TM波について述べる。式 2.24(d)を Exのみ左辺にくるように変形し、両辺を z
で偏微分すると次式のようになる。
Ex =
 1
j!"
@Hy
@z
= 0 (2.32a)
@Ex
@z
=
@
@z
(
 1
j!"
@Hy
@z
) =   1
j!"0
@
@z
(
1
n2
@Hy
@z
) (2.32b)
また、式 2.24(f)をEz のみ左辺にくるように変形し、両辺を xで偏微分すると
Ez =
1
j!"
@Hy
@x
= 0 (2.33a)
@Ez
@x
=
@
@x
(
1
j!"
@Hy
@x
) =
1
j!"0
@
@x
(
1
n2
@Hy
@x
) (2.33b)
となり、式 2.32(b)と式 2.33(b)を 2.24(b)に代入すると、
 1
j!"0
@
@x
(
1
n2
@Hy
@x
) +
 1
j!"0
@
@z
(
1
n2
@Hy
@z
) + j!Hy = 0 (2.34)
となり、両辺に j!"0をかけると、
@
@x
(
1
n2
@Hy
@x
) +
@
@z
(
1
n2
@Hy
@z
) + !2"0Hy = 0 (2.35)
となる。また、光領域では  = 0となる。さらに、!20"0 = k20(k0 = 2=)を利用して、
@
@x
(
1
n2
@Hy
@x
) +
@
@z
(
1
n2
@Hy
@z
) + k20Hy = 0 (2.36)
式 2.36が TM波を記述する基本方程式である。残りの 2成分は次式で表される。
Ex =
 1
j!"0n2
@Ey
@z
(2.37a)
Ez =
1
j!"0n2
@Ey
@x
(2.37b)
導波路を z方向に伝搬するモードの場合、Ex;Hy 成分の大きさは Ez に比べるとかなり大きい。
屈折率 nに関する微分を無視すると、TE波と TM波の式は同じ形になる。導波路解析の分野で
は、コアとクラッドの屈折率差を表す量として比屈折率4が用いられる。比屈折率の定義は次式
で示す。
4 = n
2
1   n20
2n21
(2.38)
n0はクラッド、n1はコアの屈折率である。比屈折率が小さい場合、
4 = n
2
1   n20
2n21
' n1   n0
n1
(2.39)
のような近似が用いられる。比屈折率が小さい導波路の場合、屈折率の微分項の値は小さいので
TE波と TM波はほぼ同じ特性を示す。つまり、TE波で TM波を近似することも可能である。
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2.2.5 三次元導波路
式 2.24から分かるように、マクスウェルの方程式は六つの変数を持つ。これを解く場合、微分
の階数を上げて、変数の数を減らした方が都合が良いことがある。三次元問題の場合、電界だけ
の式へもっていく方法と、磁界だけの式に導く方法の二つがある。三次元問題の場合、成分ごと
に書き下してから変形するのではなく、ベクトル表現のまま変形する方法が用いられる。そこで、
マクスウェルの式をもう一度書く。
rE =  j!H (2.40a)
rH = j!"E (2.40b)
ここで、電界だけの式を導く。式 2.40(a)の左からrをかけ、式 2.40(b)を用いると、
rrE = r ( j!H)
=  j!rH
=  j!(j!"E)
= !2"E (2.41)
となる。ここで、ベクトル公式r (rE) = r(rE) r2E及び、 = 0、!20" = k20n2(k0 =
2=)を利用すると、式 2.26は次式に変形できる。
r2E r(r E) + k20n2E (2.42)
ここで、r(r r)はそのまま差分化して数値計算を行うと、不安定現象を引き起こすことがある
厄介な項である。屈折率が不連続に変化する場所 (例.コアとクラッドの境界)では、電界の法線成
分は不連続 (r  E 6= 0)になる。不連続な電界をr(r  E)のような表現形式で取り扱うと問題が
発生する。
それを解決する方法として、r(r E)を次のように置換する。式 2.40(b)の両辺に左からrを
かけると、
r  (rH) = r  (j!")E
= j!("r E+r" E) (2.43)
となる。ベクトル解析の定理より、rot(回転)をとった後、その div(発散)をとると 0になる。r
は rotをとることを意味しており、rは divをとることを意味しているため、式 2.28の左辺は 0
である。ゆえに、
"r E+r" E = 0 (2.44)
となり、移項して
r E =  r" E
"
(2.45)
この関係式より、
r2E+r(r"
"
E) + k20n2E = 0 (2.46)
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(a) (b)
図 2.7: 三次元導波路 ((a)埋め込み型導波路、(b)リッジ型導波路)
が得られる。左辺第二項は
r" = ( @"
@x
;
@"
@y
;
@"
@z
) (2.47)
であるので、屈折率の空間微分も含む項である。屈折率が一様な場所ではその値は 0であり、屈折
率が変化する部分でのみ値をもつ。例えば、ステップ形の屈折率分布の場合、境界でのみ値をも
つ。屈折率変化が小さい場合、この項を無視できる。例えば、図 2.7(a)の埋め込み形導波路の場
合、コアとクラッドの屈折率差が 1%以下であることが多い。このような場合、この項を無視する
ことが可能である。逆に図 2.7(b)のようなリッジ型導波路のように比屈折率差が大きい (コアと空
気の屈折率差は大きい)場合は、屈折率の微分項を無視することができない。そこで、式 2.46の左
辺第二項を考慮する。このとき、三つの成分が絡み合う連立偏微分方程式になる。これをベクト
ル波解析、又はフルベクトル波解析と言う。式 2.46の左辺第二項を書き下すと以下のようになる。
(
@
@x
;
@
@y
;
@
@z
)(
1
"
@"
@x
;
1
"
@"
@y
;
1
"
@"
@z
)(Ex; Ey; Ez)
= (
@
@x
;
@
@y
;
@
@z
)(
1
"
@"
@x
Ex;
1
"
@"
@y
Ey;
1
"
@"
@z
Ez) (2.48)
これにより、各成分ごとに表すことも可能となる。ここで、@=@x(1="  @"=@y  Ey)は偏波の結
合を表す項であり、無視できることが多い。また、z方向に一様な構造をもつ導波路においては
@"=@z = 0であり、z 方向に伝搬する波の Ez の大きさは Ex,Ey に比べるとかなり小さい値とな
る。ゆえに @=@x(1="  @"=@z Ez)は非常に小さい値になる。そこで、二つの項を無視することが
でき、Ex,Ey,Ezだけの式に分離することができ、解くやすくなる。これをセミベクトル波解析と
言う。Exに関するセミベクトル波解析の式は、
@2Ex
@x2
+
@
@x
(
1
"
@"
@x
Ex) +
@2Ex
@y2
+
@2Ex
@z2
+ k20n
2Ex = 0 (2.49)
となる。但し、セミベクトル波解析においては偏波同士の結合を表すことができない。例えば、比
屈折率が大きな導波路で、かつ「導波路の断面が非対称である場合 or曲がり導波路」においては
偏波同士の結合が発生する。そのような場合はセミベクトル波解析では不十分な場合が多い。ま
た、左辺第二項は次のような表現もある。
@
@x
(
1
"
@"
@x
Ex) =
@
@x
(
@ln"
@x
Ex) (2.50)
左辺第一項と第二項をまとめて次のように表現されることもある。
@2Ex
@x2
+
@
@x
(
1
"
@"
@x
Ex) =
@
@x
1
"
@
@x
("Ex) (2.51)
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次に、磁界のみの式で導いてみる。まず、マクスウェルの式を再度表す。
rE =  j!H (2.52a)
rH = j!"E (2.52b)
式 2.52(b)の左辺からrをかけると
r (rH) = r (j!"E)
= j!("rE+r"E) (2.53)
r(r H) r2H = j!"( j!"H) + r"
"
 "E
 r2H = !2"H+ r"
"
 (rH) (2.54)
移項して、
r2H+ k20n2H+
r"
"
rH = 0 (2.55)
この式を展開し、大きさの小さな項を無視すると、磁界に関してセミベクトルの式が得られる。Hx
に関するセミベクトルの式は次式になる。
@2Hx
@x2
+
@2Hy
@y2
  1
"
@"
@y
@Hx
@y
+
@2Hz
@z2
+ k20"Hx = 0 (2.56)
フォトニック結晶を解析する場合、平面波展開法と呼ばれる方法が用いられることが多い。誘電
体導波路においては、電界は境界面で不連続であるが、磁界はすべての場所で連続である。不連
続を表すには多数の項が必要となるので、展開項数を少なく済ませるには、常に連続な成分であ
る磁界を用いた方が有利である。ゆえに、フォトニック結晶の解析には磁界が用いられる。
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2.3 モード
光導波路における諸現象を理解するには、モードに対する理解が必要である。モードの概念と
して、導波路を伝搬する光を幾つかのモードの和として表現される。モードを導入することによ
り、様々な現象の定性的な理解も可能となる。例えば、光波の蛇行現象がモードの干渉として説
明できる。
2.3.1 二次元スラブ導波路のTEモード
y方向に一様な構造をもつ二次元のスラブ導波路においては、マクスウェルの方程式は TE; TM
波に分けることができた。また、二次元の TE波の方程式は二次元のスカラ波導方程式と一致し
た。そこで、TE波の方が式が簡単なので、TE波について議論する。
図 2.8: 二次元直線導波路
一番基本的な導波路は、図 2.8のような直線導波路であり、この導波路について説明する。
@2Ey
@x2
+
@2Ey
@z2
+ k20n
2Ey = 0 (2.57)
Hx =
 j
!0
@Ey
@z
(2.58)
Hz =
j
!0
@Ey
@x
(2.59)
ここで、k0は真空中の波数を示す。波数は 1mあたりの回転角を表すので k0 = 2=である。
は真空中の波数である。n(x; z)は屈折率を表し、導波路のレイアウトを表す。Ey;Hx;Hz は x; z
の関数で複素数である。式 2.42～2.44から、Ey について解けばよいことが分かる。Hx;Hz は式
2.42,2.43よりEyから一意に求まる。但し、コアとクラッドの境界では境界面に接する成分が連続
でないといけないので、Ey;Hz が連続でないといけない。すなわち、Hz も考慮する必要がある。
Ey(x; z) = (x)e
 jz といった変数分離された形の解が存在するならば、それを求める。但し、
は実数である。j e jz j= 1なので、この解は増減することなく、図 2.9のように z方向に伝搬し
続ける波を表す。Ey(x; z) = (x)e jz を式 2.42に代入すると、z方向の一階微分は jをかけ
ることに置換されるので、
@2Ey
@z2
=  2Ey (2.60)
となり、次式のようになる。
@2
@x2
(e jz)  2e jz + k20n2e jz = 0 (2.61)
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ここで、両辺を e jz で割ると、(x)が満たすべき方程式は、
@2
@x2
+ (k20n
2   2) = 0 (2.62)
となる。この時点で、は未定である。後から示すが、が特定の値をとるときのみ (x)e jzは
式 2:42と以下の境界条件を満たすことができる。その境界条件は、二つある。
1。導波路に沿って伝搬する光波を表すので、導波路から離れた場所である x = 1でフィールド
Ey;Hx; Hz は 0になる。
2。コアとクラッドの境界面で電磁界の接線成分 (Ey とHz)は連続である。これは、refeq2  44
より、Hz = j=!0  @Ey=@xすなわち Hz は Ey の y 方向微分に比例するので、境界面で Ey と
@Ey=@xが連続である。
仮定よりEy(x; z) = (x)e jz なので、先ほどの境界条件は、
1。(x)は x = 1で 0となる。
2。コアとクラッドの境界で と @=@xは連続である。
となる。はこの条件を満たし、かつ偏微分方程式
@2
@x2
+ (k20n
2   2) = 0 (2.63)
を満たす必要がある。
屈折率は、コアでは n1、クラッドでは n0の一定値をとる。そこで、図 2.9の三つの領域におい
て式 2.48の解析解を求め、その解を接続する。その解は k20n2   2の符号により変化する。
k20n
2   2 > 0 :  = Acosx+Bsinx (2.64a)
k20n
2   2 < 0 :  = Cex +De x (2.64b)
ここで、場合分けをせずに統一して表現するために、
a =
q
2   k20n2 (2.65)
として表し、根号の中が負のときは虚数を導入することにすれば、式 2.48の解は、
(x) = Aeax +Be ax (2.66)
と書ける。但し、aが虚数のとき係数AとBはお互いに共役な複素数である。各層における と
@=@xを以下に示す。最初に上側のクラッドの場合は、
(x) : A1e
x +B1e
 x (2.67a)
@
@x
: A1e
x +B1e
 x (2.67b)
図 2.9: 導波モードのイメージ
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図 2.10: の解
となり、次にコアの場合を示す。
(x) : A2e
x +B2e
 x (2.68a)
@
@x
: A2e
x +B2e
 x (2.68b)
最後に下側のクラッドの場合を示す。
(x) : A3e
x +B3e
 x (2.69a)
@
@x
: A3e
x +B3e
 x (2.69b)
ここで、と の関係は、
 =
q
2   k20n21 (2.70a)
 =
q
2   k20n20 (2.70b)
である。導波モードの は k0n0 <  < k0n1の範囲内に入らねばならないので、は純虚数であ
り、は正の実数である。
ここで、と を導入するとは式中には明示されないが、未知数はのみである。そこで、の
とりうる範囲について考える。境界条件を満たすには、は図 2.7のようにコアの領域では正弦関数
になり、クラッドの領域では指数関数にならなければならない。すなわち、k0n0 <  < k0n1でなく
てはならない。解の個数は導波路の幅、光の波長、比屈折率差4 = (n21 n20)=(2n21) ' (n1 n0)=n1
等によって決定され、次のような性質がある。
1。左右のクラッドの屈折率が同じ、すなわち対称な屈折率分布をもつ導波路では、1個以上のモー
ドが存在する。非対称な屈折率分布をもつ導波路では、モードが 1つも存在しない場合もある。
2。モードの個数は導波路幅が広くなるほど多くなる (波長が短くなるほど多くなる)
3。モードの個数はコアとクラッドの比屈折率差が大きくなるほど多くなる。
屈折率分布が対称形でコアとクラッドの境界位置が x1,+x1の 2箇所にあるとき、各モードの形
は次のように変化する。図 2.11(a)は一つ目の解であり 0次モードと呼ばれ、(b)は二つ目の解で
あり 1次モードと呼ばれる。0,2次モードのように偶関数で表されるモードを偶モード、1,3次モー
ドのように奇関数で表されるモードを奇モードと呼ぶ。0次モードを基本モードと呼ぶこともあ
り、1次以下のモードを高次モードと呼ぶこともある。
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(a) (b)
図 2.11: 各モードでの :((a)0次モード,(b)1次モード)
n次モードのフィールドには、n+ 1個のピークがある。モードの次数とピークの個数が一つず
れているのは、偶関数で表されるモードの次数を偶数にするためである。これに対して、三次元
導波路のモードはEx12のように名付けられ、12は x方向と y方向のピークの個数を表している。
2.3.2 二次元スラブ導波路における等価屈折率
モードは、(x)e jz といった式で表される。は伝搬定数と呼ばれ、1mあたりの回転角を表
す。一方、屈折率 nを媒質中を z方向に伝搬する平面波は e jk0nzという因子を持っていた。そこ
で、等価屈折率 neと呼ばれる量を
ne =

k0
(2.71a)
 = k0ne (2.71b)
と定義すると、
e jz = e jk0nez (2.72)
表すことができる。ここで、モードは z方向に e jk0nez の因子で振動し、伝搬する。一方で、屈
折率 neの一様媒質中を伝搬する平面波の波数は k0neである。どちらも、e jk0nezの因子を共通に
もっており、同じ位相速度となる。つまり、等価屈折率 neは n0 < ne < n1という範囲内にある。
モードは波の進行方向に e jz という因子を持ち、j e jz j= 1なのでどこまで伝搬しても、増
減しない。よって、形を変化させることなく永遠に伝搬し続ける。
マクスウェルの方程式は線形なので、一つの解が求まったらならばその定数倍もまた解である。
解が二つ求まったなら、その和もまた解である。例えば、1(x)e j1zという解と 2(x)e j2z
という解が求まったなら、
Ey(x; z) = A1(x)e
 j1z +B2(x)e j2z (2.73)
もまた解である。複素振幅AとBの値は導波路の入射端における入射フィールドの形状によって
定まる。
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2.3.3 正規化周波数とモードの個数
対称形の屈折率分布をもつスラブ導波路に存在するモードの個数は、正規化周波数  の値を考
えることにより求めることができる。
 =
d


q
n21   n20 (2.74)
ここで、dは導波路幅、は真空中の光の波長、n1はコアの屈折率、n0はクラッドの屈折率である。
4 = n
2
1   n22
2n21
(2.75)
式 2:75で定義される比屈折率差4を導入して、式 2:59を次式のように変形できる。
 =
d


q
n21   n20
=
d


2
2
n1
s
2
n21   n22
2n21
= k0n1
d
2
p
24 (2.76)
比屈折率差4はコアとクラッドの屈折率差が小さいとき、
n21   n20
2n1
=
(n1 + n0)(n1   n0)
2n21
' 2n1(n1   n0)
2n21
=
n1   n0
n1
(2.77)
と近似されることも多い。
スラブ導波路に存在するモードの個数は、TEモード及び TMモードにおいても  の値のみで
決定される。次のような関係がある。
 正規化周波数が 0～1=2の間ならばシングルモード
 正規化周波数が 1=2～の間ならば 2モード (マルチモード)
 正規化周波数が ～3=2の間ならば 3モード (マルチモード)
 正規化周波数が 3=2～1の間ならば 4モード (マルチモード)
スラブ導波路の場合、上に示したように正規化周波数の値で、正弦関数 (sin; cos)の零点を境に
してモードの個数が決まる。この性質は、 を求める固有値方程式を図式解法で解く事で証明で
きる。
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図 2.12: 分散曲線
2.3.4 分散曲線
コアの屈折率とクラッドの屈折率が与えられたとき、導波路幅を広くしてゆくと伝搬定数 の値
がどのように変化するかを描いた図 (グラフ)を分散曲線と言う。例として、コアの屈折率が 1:51、
クラッドの屈折率が 1:5のとき、導波路幅を広くしていった場合の各モードの等価屈折率を図 2:9に
示す。横軸は波長を基準とした導波路幅、縦軸は等価屈折率である。等価屈折率neはn0 < ne < n1
の範囲内にある。n0はクラッドの屈折率、n1がコアの屈折率である。図 2:12に分散曲線を示す。
横軸は波長で規格化された導波路幅、すなわち導波路幅/を表している。なお、図 2:12は導波路
幅を固定して波長を変化させた図と考えることもできる。
光導波路の入射端から光パルスを入力すると、出口でのパルスは広がる。その理由の一つは、
モード分散と呼ばれるもので、複数のモードが存在する光導波路に光を入射すると、複数のモー
ドが同時に励振される。モードごとに伝搬速度が異なるので、出口でのパルスの波形は広がる。
もう一つの理由として、導波路分散である。同じモードでも光の波長 (周波数)が異なると伝搬
速度が異なることが原因である。光通信では、単一周波数のレーザを強度変調するので、信号の
シンボルレートに応じた周波数の広がりをもつ。つまり、周波数が異なる光が同時に伝搬するこ
とになるので、出口のパルスの波形は広がる。
モードの伝搬速度 (郡速度)gは、g = d!=dで与えられるので、図 2.9から各モードの郡速度
を求めることもできる。
次にカットオフについて簡単に説明する。導波路の幅を一定にして、光波の波長 (周波数)を変
化させる場合について考える。対称形の屈折率分布をもつ導波路においては 0次モードは必ず存
在するが、高次モード (1次、2次モード.etc)は波長がある値より短い (周波数がある値より高い)
ときのみ存在する。これ以上波長を長くするとモードが存在しない状態があり、それをカットオ
フと呼ぶ。カットオフに近づくほどフィールドのクラッドへの漏れ出しが大きくなり、カットオ
フにおいてはフィールドは無限遠までしみ出している。
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図 2.13: 3次元導波路のモード
2.3.5 放射モード
これまで説明したように導波路に沿って伝搬するモードを導波モードと呼ぶ。導波モードを求
めるとき、「無限遠においてフィールドの値は 0となる。」という条件を課していた。それにより、
クラッド領域において電磁界は exp形の関するになった。それには、等価屈折率 ne = =k0はク
ラッドの屈折率 n0より大きくなる必要があった。
そこで、先ほどの条件を外すと ne < n0 を満たす任意の ne に対して解が存在する。この解は
クラッド、コアの両方の領域において x方向に正弦振動する関数形をもつ。これを放射モードと
呼ぶ。
放射モードは ne < n0を満たす任意の neについて成立するため無数に存在し、連続スペクトル
をもつ。TEモードの場合、仮想的な電気壁 (壁面に接する電界成分は 0：つまり、導体)が x = l(l
はかなり大きな値)に存在すると考え、x = lで電界が 0になるという仮定をおくと、ある特定
の neでのみ解をもつようになり、放射モードは離散化される。TMモードのときは境界に接する
磁界成分が 0になる磁気壁を考えればよい。放射や散乱をともなう現象をモード展開の技法を使っ
て解析する場合、放射モードを扱う必要がある。
2.3.6 3次元導波路のモード
二次元のスラブ導波路では電磁波は TE波と TM波に分かれ、それぞれ 3成分もっており、ス
ラブ導波路のモードは sin; cos; exp等の解析関数で表すことができた。これに対して、三次元導
波路のモードは 6成分を含み、解析関数で表すことができない。
三次元導波路のモードは 6成分をもっているが、電磁波は横波であるといった性質は不変であ
る。そこで、図 2.10のように ExとHy の成分が他の 4成分に対して大きい Exモードと、Exと
Hyの成分が大きいHyモードの二つに分類される。導波路が正方形のとき、ExモードとEyモー
ドは回転対象になり、伝搬定数も同じになる。二つのモードが同じ伝搬定数をもつとき縮退して
いるという。
3次元導波路の場合は解析関数で表すことができないので、解析的な近似解法が使われている。
それは、主にマーカッティリの方法と等価屈折率の二つである。
ここでは二つの近似解析のうち、まずはマーカッティリの方法を説明する。マーカッティリ (Mar-
catili)の方法は、以下の仮定をおく方法である。
 図 2.14における黒色以外の部分でマクスウェルの方程式を満たす
 ExとHy を主成分とするExモードを求める場合はHx = 0
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図 2.14: マーカッティリの方法
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図 2.15: 埋め込み型導波路に対する等価屈折率の適用
 Ey とHxを主成分とするEy モードを求める場合はHy = 0
以上の仮定をおくと、フィールド (界)を解析関数で表すことができ、を求める固有値問題に帰
着する。斜線部を考慮しないということは、フィールドの大部分がコアの中に集中し、クラッド
へのしみ出しがほとんどないときに精度が高くなることを意味する。フィールドがコアの中に集
中するということは、そのモードはカットオフ付近でないことを意味する。マーカッティリの方
法は、等価屈折率がコアの屈折率に近くになるほど制度が高くなる。
三次元導波路のモードは、数値解析法によって解かれる。三次元導波路を考える場合、ベクト
ル波解析、セミベクトル波解析、スカラ波解析の三つの定式化が考えられる。数値解析の方法と
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図 2.16: 等価屈折率法の適用手順
して、虚軸ビーム伝搬法、差分法、有限要素法が一般的である。いずれの方法にしても、ベクト
ル波解析はスカラ波解析やセミベクトル波解析に比べると、計算量は多くなる。セミベクトル波
解析とスカラ波解析は、コーディングはセミベクトル波解析のほうが少し複雑になるが、計算量
はほぼ同じである。比屈折率差4が 1%以下の光導波路においては、スカラ波解析で十分な精度
が得られる。それ以上の場合は、セミベクトル波解析、又はベクトル波解析が必要である。
次に等価屈折率法について説明する。等価屈折率法はフィールドを y方向だけの関数と x方向
だけの関数の積で表す方法であるとともに、三次元導波路を二次元導波路に近似する方法として
も用いられる。
埋め込み型導波路の場合、図 2.15のようにすることに等しい。領域�と領域�では @=@y = 0
を仮定し、具体的な手順は図 2.16のようになる。まず、y方向にのみ屈折率の変化をもつスラブ
導波路を考える。モードが決まると、次にそこで求まった等価屈折率をコアの屈折率とする x方
向にのみ屈折率の変化をもつスラブ導波路を考える。なお、等価屈折率法はマーカッティリの方
法と同様、光がコアに集中している場合に精度が高くなる。
三次元導波路のモードは、数値解析法により解くことができる。三次元導波路の安定化を考え
る場合、ベクトル値解析、セミベクトル波解析、スカラ波解析の 3つの方法があげられる。数値
解析の手法としては、虚軸ビーム伝搬法、差分法、有限要素法である。いずれの手法においても、
ベクトル波解析はスカラ波解析やセミベクトル波解析に比べると、計算量は極めて多くなる。セ
ミベクトル波解析とスカラ波解析は、コーディングはセミベクトル波解析の方が若干複雑になる
が、計算量で比較するとほとんど変わらない。また、比屈折率差が 1%以下の光導波路におい
て、スカラ波解析で十分な精度が得られる。それ以上の場合、セミベクトル波解析あるいはベク
トル波解析が求められる。

第3章 ビーム伝搬法
ビーム伝搬法 (Beam Propagation Method; BPM)は、光波の伝搬方向に沿った導波路の形状や
屈折率分布が緩やかに変化している場合に、電磁界特性を求めるのに有効な解析手法である。ビー
ム伝搬法としては種々のタイプが提案されており、伝搬方向に垂直な方向の微分に対して高速フー
リエ変換を用いる FFT-BPM、有限要素法を用いる FE-BPM(Finite Element Beam Propagation
Method; FE-BPM)などがある。[62]
本研究においては、導波路の屈折率分布をパラメータとして、マクスウェルの方程式を差分化し
て逐次計算する有限差分ビーム伝搬法（Finite Dierence Beam Propagation Method; FD-BPM）
を用いた。
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図 3.1: 三層対称スラブ導波路の構造と TE・TMモードの非零電磁界成分
3.1 FD-BPMでの波動方程式
FD-BPM を用いて界の伝搬問題を解くためには、基礎となる波動方程式を導く必要がある。
[59, 61, 62] 2.2節と同様に、ここでは図 3.1で示した三層対称スラブ導波路を例にとる。2.2節で
は、光波の伝搬方向 zおよびそれに垂直な y方向に対して導波路が一様な構造であると仮定して
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波動方程式を導いた。FD-BPMでは伝搬方向 zに対して緩やかに変化する導波路構造の解析が目
的であるため、y方向のみ一様であると考える。このときTEモードの主要界Eyに対する波動方
程式は
@2Ey
@z2
+
@2Ey
@x2
+ k20"rEy = 0 (3.1)
で表される。ただし、k0は真空中の波数、"r = n2(x)は x方向の比誘電率である。
FD-BPMとしての定式化を行うため、ここではChungとDagliらによって提案された陰スキー
ム解法を用いる。また扱う導波路は 2次元で解析でき記憶容量の問題は少ないため、精度を確保
できる均等メッシュ差分を用いる。
TEモードの波動方程式として式 (3.1)を考える。z方向に伝搬する波動関数 Ey(x; y; z)を、進
行方向に緩やかに変化する振幅項 (x; y; z)と激しく振動する位相項 exp( iz)に分ける近似を用
いると
Ey(x; y; z) = (x; y; z) exp( iz) (3.2)
ここで  = neffk0は伝搬定数であり、neff は等価屈折率である。
式 (3.2)を zで 2階微分することにより
@2Ey
@z2
=
@2
@z2
exp( iz)  2i @
@z
exp( iz)  2 exp( iz) (3.3)
を得るので、これを式 (3.1)に代入した後、両辺を指数関数項で割ると
@2
@z2
  2i @
@z
+
@2
@x2
+ (k20"  2) = 0 (3.4)
あるいは
2i
@
@z
  @
2
@z2
=
@2
@x2
+ k20("  n2eff ) (3.5)
となる。この式は、の zについての 2階微分を省略していないので広角式である。一方、式 (3.5)
の第 2項を無視し、
@2
@z2
= 0 (3.6)
とした場合は、近軸光線近似、あるいはフレネル（Fresnel）近似と呼ばれ、波動方程式は以下の
ようになる。
2i
@
@z
=
@2
@x2
+ k20("  n2eff ) (3.7)
ここでは、簡単のためフレネル近似について定式化を行う。x座標と z座標を
x = px (3.8a)
z = lz (3.8b)
と離散化し、これにより座標 (x; z)の波動関数 (x; z)と比誘電率 "(x; z)を次のように略記する。
(x; z) = (pz; lz)! lp (3.9a)
"(x; z) = "(pz; lz)! "lp (3.9b)
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実際に式 (3.7)を離散化する。z方向の座標を表す lは少しの間省き、x方向についてのみ離散化
する。
@2
@x2
=
1
x
8>>><>>>:
p+1   p
x| {z }
差分中心は p+ 1
2
  p   p 1
x| {z }
差分中心は p  1
2
9>>>=>>>; =
p+1   2p + p 1
(x)2| {z }
差分中心は p
(3.10a)
k20("  n2eff ) = k20("p   n2eff )p| {z }
差分中心は p
(3.10b)
式 (3.10)を式 (3.7)に代入すると
2i
@p
@z
=
p+1   2p + p 1
(x)2
+ k20("p   n2eff )p
= wp 1 + xp + ep+1 + k20("p   n2eff )p
を得る。
よって
2i
@p
@z
= wp 1 +

x + k
2
0("p   n2eff )
	
p + ep+1 (3.11)
ただし
w =
1
(x)2
(3.12a)
e =
1
(x)2
(3.12b)
x =   2
(x)2
(3.12c)
と定義する。
次に、式 (3.11)の左辺を座標 zについて差分化すると次式を得る。
2i
@p
@z
! 2i 
l+1
p   lp
z
(3.13)
上式からわかるように、式 (3.11)の左辺の zに関する差分中心は lと l + 1の中間の l + 1=2であ
る。したがって、式 (3.11)の右辺についても座標 zに関する差分中心は l+1=2のはずであるから
2i
l+1p   lp
z
=
1
2
h
lw
l
p 1 +
n
lx + k
2
0("
l
p   n2eff )
o
lp + 
l
e
l
p+1
i
+
1
2
h
l+1w 
l+1
p 1 +
n
l+1x + k
2
0("
l+1
p   n2eff )
o
l+1p + 
l+1
e 
l+1
p+1
i
(3.14)
となる。ここで、左辺に l + 1の項を、また右辺に lの項をまとめて整理すると、
 l+1w l+1p 1 +

 l+1x +
4i
z
  k20("l+1p   n2eff )

l+1p   l+1e l+1p+1
= lw
l
p 1 +

lx +
4i
z
+ k20("
l
p   n2eff )

lp + 
l
e
l
p+1 (3.15)
を得る。
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なお、TMモードの主要界Hyについても式 (3.15)と同じ形に定式化できる。ただしその場合、
w =
1
(x)2
2"p
"p + "p 1
(3.16a)
e =
1
(x)2
2"p
"p + "p+1
(3.16b)
x =   1
(x)2
2"p
"p + "p 1
  1
(x)2
2"p
"p + "p+1
=  w   e (3.16c)
である。
3.2 安定条件
これまで、式 (3.7)における左辺の z方向の差分化に伴い、右辺の差分中心も z+zの中間の点
すなわち z+z=2としてきた。ここでは、フレネル方程式を例にとり右辺の差分中心とビーム伝
搬時における安定性について考察を深める。簡単のため一様媒質を仮定する。したがって n2eff = "
とおくと、式 (3.7)は
2i
@
@z
=
@2
@x2
(3.17)
となる。式 (3.17)の z方向の差分化において、差分中心を決めるパラメータ を導入すると
2i
(z +z)  (z)
z
= 
@2(z +z)
@x2
+ (1  )@
2(z)
@x2
(3.18)
を得る。ここで、 = 0:5の場合が式 (3.14)式に相当し、クランク-ニコルソン（Crank-Nicolson）
法と呼ばれている。
次に、パラメータ が計算結果の安定性に与える影響について調べる。緩やかに変化する波動
関数として平面波
(z) = 0 exp(ikxx) exp( iz) (3.19)
を仮定すると、
@2(z)
@x2
=  k2x(z) (3.20)
を得る。式 (3.19)、(3.20)を式 (3.18)に代入したあと、で割ると
2i
1
z
(exp( iz)  1) =  k2x f exp( iz) + (1  )g
2i
z
+ k2x

exp( iz) = 2i
z
  (1  )k2x
exp( iz) =
2i
z   (1  )k2x
2i
z + k
2
x
(3.21)
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となる。式 (3.21)は伝搬項であるから、伝搬距離 zに対するその絶対値 の変化を調べることに
より、パラメータ とビーム伝搬時における安定性との関係を調べることができる。
 = jexp( iz)j
=
8><>:

2
z
2
+ (1  )2k4x
2
z
2
+ 2k4x
9>=>;
1
2
=

C2 + (1  )2k4x
C2 + 2k4x

(3.22)
となる。ただし、
C = 2=z (3.23)
とした。パラメータ の値のとり方により以下の 3つの場合に分けられる。
(1)  = 0:5の場合
 =

C2 + k4x=4
C2 + k4x=4
 1
2
= 1 (3.24)
よって、界は伝搬とともに発散はしないが、振動的になる可能性がある。
(2) 0:5 <   1の場合
(1  )2 < 2であるため
 =

C2 + (1  )2k4x
C2 + 2k4x
 1
2
< 1 (3.25)
が成り立つ。つまり、界は常に安定ではあるが、伝搬とともに減衰する。
(3) 0   < 0:5の場合
(1  )2 > 2であるため
 =

C2 + (1  )2k4x
C2 + 2k4x
 1
2
> 1 (3.26)
が成り立つ。つまり、界は伝搬とともに増大・発散する。
以上のように、パラメータ の値については少なくとも  = 0:5とすべきであり、この値より
小さくすることは BPMとしては望ましくない。
このパラメータ を導入した場合の式 (3.14)に対応する式は
2i
l+1p   lp
z
= 
h
lw
l
p 1 +
n
lx + k
2
0("
l
p   n2eff )
o
lp + 
l
e
l
p+1
i
+(1  )
h
l+1w 
l+1
p 1 +
n
l+1x + k
2
0("
l+1
p   n2eff )
o
l+1p + 
l+1
e 
l+1
p+1
i
(3.27)
となる。この式の具体的な解き方はクランク-ニコルソン法の場合と同じである。
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3.3 透明境界条件
実際の数値解析においては、原理的に反射が存在しない無限に広い領域を解析領域とできない
ため、有限領域を解析領域とする。したがって、放射界が存在する場合にはこれが解析領域の境
界から反射された後、導波路のコア付近にまで戻るとともにコア近傍を導波する光と相互作用し、
計算精度を劣化させてしまう。ここでは、解析境界からの反射を効率よく除去するためにHadley
より提案された透明境界条件について述べる。なお、ここでは 2次元問題について説明するが、3
次元問題への拡張も容易である。
図 3.2に示すように、p = 1  M を解析領域内の節点、p = 0;M + 1を解析領域外にある節点
とし、p = 0;M + 1の節点を解析領域内の節点 に組み込むことを考える。
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x
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図 3.2: 透明境界条件の説明図（p = 0;M + 1の節点が解析領域外にある）
(1) 左端の境界
ここでは、境界の外にある節点 p = 0を境界上の節点 p = 1に組み込む。解析領域の左端にお
いては、波数 kxで左向きに進む次の進行波を考える。
(x; z) = A(z) exp(ikxx) (3.28)
節点 p = 0; 1; 2における x座標を x0; x1; x2、波動関数を 0; 1; 2とすると、
0 = A(z) exp(ikxx0) (3.29a)
1 = A(z) exp(ikxx1) (3.29b)
2 = A(z) exp(ikxx2) (3.29c)
となる。
ここで、1; 2は解析領域内に存在する波動関数であり、0は影響を取り込むべき解析領域外
の波動関数である。式 (3.29c)/式 (3.29b)と式 (3.29b)/式 (3.29a)より
exp(ikxx) = 2=1 (3.30a)
exp(ikxx) = 1=0 (3.30b)
を得る。ここでx = x2   x1 = x1   x0を用いた。したがって、式 (3.30a)より
1 = 2=1 (3.31)
を求め、式 (3.30b)に代入し
0 = 1=1 (3.32)
とするか、あるいは式 (3.30a)より得られる
kx =
1
ix
ln(1) (3.33)
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を式 (3.30b)より得られる次式に代入してもよい。
0 = 1 exp( ikxx) (3.34)
このとき、左に進行する波であるから Re(kx) > 0となるはずである。もし Re(kx) < 0ならば
境界から反射が生じるのでRe(kx)の符合を強制的に入れ換える必要がある。
(2) 右端の境界
ここでは、境界の外にある節点 p = M + 1を境界上の節点 p = M に組み込む。解析領域の左
端においては、波数 kxで右向きに進む次の進行波を考える。
(x; z) = A(z) exp( ikxx) (3.35)
節点 p = M   1;M;M + 1における x座標を xM 1; xM ; xM+1、波動関数を M 1; M ; M+1と
すると、
M 1 = A(z) exp( ikxxM 1) (3.36a)
M = A(z) exp( ikxxM ) (3.36b)
M+1 = A(z) exp( ikxxM+1) (3.36c)
となる。
ここで、M 1; M は解析領域内に存在する波動関数であり、M+1は影響を取り込むべき解析
領域外の波動関数である。式 (3.36c)/式 (3.36b)と式 (3.36b)/式 (3.36a)より
exp( ikxx) = M+1=M (3.37a)
exp( ikxx) = M=M 1 (3.37b)
を得る。
ここでx = xM   xM 1 = xM+1   xM を用いた。したがって、式 (3.37b)より
M = M=M 1 (3.38)
を求め、式 (3.36a)に代入し
M+1 = MM (3.39)
とするか、あるいは式 (3.36b)より得られる
kx =
1
 ix ln(M ) (3.40)
を式 (3.37a)より得られる次式に代入してもよい。
M+1 = M exp( ikxx) (3.41)
このとき、右に進行する波であるから Re(kx) > 0となるはずである。もし Re(kx) < 0の場合は
左の境界と同様にRe(kx)の符合を強制的に入れ換える必要がある。
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3.4 プログラムの組み方
次に透明境界条件の使用法を含めプログラムの組み方について述べる。なお、最も広く使用さ
れているクランク-ニコルソン法を用いることにする。
座標 z（添え字は l）での界 lがわかっており、座標 z+z（添え字は l+1）での界 l+1を求
めたいとする。そこで式 (3.15)より
 l+1w l+1p 1 +

 l+1x +
4i
z
  k20("l+1p   n2eff )

l+1p   l+1e l+1p+1
= lw
l
p 1 +

lx +
4i
z
+ k20("
l
p   n2eff )

lp + 
l
e
l
p+1 (3.42)
を解けばよい。左辺の l+1p 1; l+1p ; 
l+1
p+1が座標 z+zでの求めるべき界であり、lp 1; lp; lp+1が
座標 zでの既知の界である。なお、p = 1 M とする。さらに、
A(p) =  l+1w (3.43a)
B(p) =

 l+1x +
4i
z
  k20("l+1p   n2e)

(3.43b)
C(p) =  l+1e (3.43c)
D(p) = lw
l
p 1 +

lx +
4i
z
+ k20("
l
p   n2e)

lp + 
l
e
l
p+1 (3.43d)
とおくと、式 (3.42)は未知係数A(p); B(p); C(p)と既知の値D(p)により、
A(p)l+1p 1 +B(p)
l+1
p + C(p)
l+1
p+1 = D(p) (3.44)
のように簡単化される。ここで、解析領域の左端の節点および右端の節点においては、前節の透
明境界条件の議論を取り入れて、式 (3.44)は以下のように変形される。
(1) 左端の点（p = 1）
左端の点の界 1は解析領域の外にある節点の界 0の影響を受ける。式 (3.32)より、
0 = 1L; L = 1=1 = 
l
1=
l
2 (3.45)
となる。なお、Lは lの界より決まるので既知である。よって、式 (3.44)は
B0(1)l+11 + C(1)
l+1
2 = D(1) (3.46)
となる。ただし
B0(1) =  l+1w L +

 l+1x +
4i
z
  k20("l+11   n2e)

(3.47a)
C(1) =  l+1e (3.47b)
D(1) = lwL
l
1 +

lx +
4i
z
+ k20("
l
1   n2e)

l1 + 
l
e
l
2 (3.47c)
である。
(2) 右端の点（p =M）
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右端の点の界 M は解析領域の外にある節点の界 M+1の影響を受ける。式 (3.39)より、
M+1 = MR; R = M = 
l
M=
l
M 1 (3.48)
となる。なお、Rは lの界より決まるので既知である。よって、式 (3.44)は
A(M)l+1M 1 +B
0(M)l+1M = D(M) (3.49)
ただし
A(M) =  l+1w (3.50a)
B0(M) =  l+1e R +

 l+1x +
4i
z
  k20("l+1M   n2e)

(3.50b)
D(M) = lw
l
M 1 +

leR + 
l
x +
4i
z
+ k20("
l
M   n2e)

lM (3.50c)
である。
したがって、これらを連立方程式にまとめると、
0BBBBBBBBB@
B0(1) C(1)
A(2) B(2) C(2)
A(3) B(3) C(3)
. . .
. . .
. . . C(M   1)
A(M) B0(M)
1CCCCCCCCCA
0BBBBBBBBB@
l+11
l+12
l+13
...
l+1M 1
l+1M
1CCCCCCCCCA
=
0BBBBBBBBB@
D(1)
D(2)
D(3)
...
D(M   1)
D(M)
1CCCCCCCCCA
(3.51)
となる。式 (3.51)は 3項対角形をしており、トーマス法などを用いて効率よく、未知の波動関数
l+11  l+1M を求めることができる。
3.5 パデ近似演算子による広角解析
これまでの議論はフレネル方程式に基づいていた。ここではHadleyにより提案されたパデ近似
演算子を用いる広角ビーム伝搬法と、これを用意に計算するために同じくHadleyにより提案され
たマルチステップ法 (multistep method)について述べる。
波動関数の zに関する 2階微分を省略しない広角式は式 (3.5)より、
2i
@
@z
  @
2
@z2
= P (3.52)
ここで、
TEモード : P = @
2
@x2
+ k20("r   n2eff ) (3.53a)
TMモード : P = "r
@
@x

1
"
@
@x

+ k20("r   n2eff ) (3.53b)
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であった。式 (3.52)を形式的に解くと、
@
@z

1 +
i
2
@
@z

 =  jP
2

) @
@z
=
  jP2
1 + j2
@
@z
 (3.54)
となる。式 (3.54)の分母の微分を省略するとフレネル近似となる。式 (3.54)を
@
@z

n
=
  jP2
1 + j2
@
@z

n 1
(3.55)
という再帰式と考え、式 (3.55)により式 (3.54)の右辺分母の微分を置き換える。次に、式 (3.55)
において次数を増加させた場合の具体的な表現を求める。まず、再帰式のスタートとして
@
@z

 1
= 0 (3.56)
を定義する。以下、広角の次数に対応する式を求める。
(1) WA-0次 (フレネル近似)
@
@z

0
=
  jP2
1 + j2
@
@z

 1
=  j P
2
(3.57)
(2) WA-1次
@
@z

1
=
  jP2
1 + j2
@
@z

0
=  j
P
2
1 + P
42
(3.58)
(3) WA-2次
@
@z

2
=
  jP2
1 + j2
@
@z

1
=  j
P
2 +
P 2
83
1 + P
22
(3.59)
(4) WA-3次
@
@z

3
=
  jP2
1 + j2
@
@z

2
=  j
P
2 +
P 2
43
1 + 3P
42
+ P
2
164
(3.60)
(5) WA-4次
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@
@z

4
=
  jP2
1 + j2
@
@z

3
=  j
P
2 +
3P 2
83
+ P
3
323
1 + P
2
+ 3P
2
164
(3.61)
(6) WA-5次
@
@z

5
=
  jP2
1 + j2
@
@z

4
=  j
P
2 +
P 2
23
+ 3P
3
325
1 + 5P
42
+ 3P
2
84
+ P
3
646
(3.62)
(7) WA-6次
@
@z

6
=
  jP2
1 + j2
@
@z

5
=  j
P
2 +
5P 2
83
+ 3P
3
165
+ P
4
1287
1 + 3P
22
+ 5P
2
84
+ P
3
166
(3.63)
(8) WA-7次
@
@z

7
=
  jP2
1 + j2
@
@z

6
=  j
P
2 +
3P 2
43
+ 5P
3
165
+ P
4
327
1 + 7P
42
+ 15P
2
164
+ 5P
3
326
+ P
4
2568
(3.64)
よって、式 (3.55)により得られる再帰式は演算子 P のみを含む有理式となり、
@
@z
=  jN
D
 (3.65)
と表され、分子のN と分母のDは演算子 P の多項式となることがわかった。なお、広角の次
数とパデ近似の次数との間には、次の関係がある。
広角次数 パデ次数 (分子の次数、分母の次数)
WA  0$ (1、0)
WA  1$ (1、1)
WA  2$ (2、1)
WA  3$ (2、2)
WA  4$ (3、2)
WA  5$ (3、3)
WA  6$ (4、3)
WA  7$ (4、4)
次に、式 (3.65)について、クランク-ニコルソン法に基づく差分を施すと、
@
@z ! 1Mz (l+1   l)
 jND!  jND 12(l+1   l)
)
(3.66)
となる。なお、右辺では差分中心を合わせるため lと l + 1で平均化した。式 (3.66) より
1
z
(l+1   l) =  jN
D
1
2
(l+1 + l)
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) D(l+1   l) =  jNz 1
2
(l+1 + l)
) (D + jz
2
N)l+1 = (D   jz
2
N)l (3.67)
あるいは次の式を得る。
) l+1 =
D   jz2 N
D + jz2 N
l (3.68)
ここで、式 (3.57)～(3.64)において (3.65)式の多項式D、N 内の係数が実数であるのでD、N
も実数となることがわかる。よって、次の式を得ることができる。
l+1 =
D   jz2 N
(D + jz2 N)

l
=
nP
i=0
iP
i
nP
i=0
i P i
l (3.69)
次に、WA-0～WA-7次について係数 iを求める。
(1) WA-0次: 式 (3.57)より
D = 1
N =
P
2
) D   jz
2
N = 1  jz
2
P
2
(3.70)
よって、
0 = 1
1 =  jz4
)
(3.71)
(2) WA-1次: 式 (3.58)より
D = 1 +
P
42
N =
P
2
) D   jz
2
N = 1 +
1
42
(1  jz)P (3.72)
よって、
0 = 1
1 =
1
42
(1  jz)P
)
(3.73)
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(3) WA-2次: 式 (3.59)より
D = 1 +
P
22
N =
P
2
+
P 2
83
) D   jz
2
N = 1 +
1
42
(2  jz)P   j z
163
P 2 (3.74)
よって、
0 = 1
1 =
1
42
(2  jz)
2 =  j z163
9>=>; (3.75)
(4) WA-3次: 式 (3.60)より
D = 1 +
3P
42
+
P 2
164
N =
P
2
+
P 2
43
) D   jz
2
N = 1 +
1
42
(3  jz)P + 1
164
(1  j2z)P 2 (3.76)
よって、
0 = 1
1 =
1
42
(3  jz)
2 =
1
164
(1  j2z)
9>=>; (3.77)
(5) WA-4次: 式 (3.61)より
D = 1 +
P
2
+
3P 2
164
N =
P
2
+
3P 2
83
+
P 3
325
) D   jz
2
N = 1 +
1
42
(4  jz)P + 1
164
(3  j3z)P 2   j z
645
P 3 (3.78)
よって、
0 = 1
1 =
1
42
(4  jz)
2 =
1
164
(3  j3z)
3 =  j z645P 3
9>>>>=>>>>; (3.79)
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(6) WA-5次: 式 (3.62)より
D = 1 +
5P
42
+
3P 2
84
+
P 3
646
N =
P
2
+
P 2
23
+
3P 3
325
) D   jz
2
N = 1 +
1
42
(5  jz)P + 1
84
(3  j2z)P 2
+
1
646
(1  j3z)P 3 (3.80)
よって、
0 = 1
1 =
1
42
(5  jz)
2 =
1
84
(3  j2z)
3 =
1
646
(1  j3z)
9>>>>=>>>>; (3.81)
(7) WA-6次: 式 (3.63)より
D = 1 +
3P
22
+
5P 2
84
+
P 3
166
N =
P
2
+
P 2
83
+
3P 3
165
+
P 4
1287
) D   jz
2
N = 1 +
1
42
(6  jz)P + 1
164
(10  j5z)P 2
+
1
326
(2  j3z)P 3   jz
2567
P 4 (3.82)
よって、
0 = 1
1 =
1
42
(6  jz)
2 =
1
164
(10  j5z)
3 =
1
326
(2  j3z)
4 =   jz2567
9>>>>>>=>>>>>>;
(3.83)
(8) WA-7次: 式 (3.64)より
D = 1 +
7P
42
+
15P 2
164
+
5P 3
326
+
P 4
2568
N =
P
2
+
3P 2
43
+
5P 3
165
+
P 4
1287
51
) D   jz
2
N = 1 +
1
42
(7  jz)P + 1
164
(15  j6z)P 2
+
1
326
(5  j5z)P 3 + 1
2568
(1  j4z)P 4 (3.84)
よって、
0 = 1
1 =
1
42
(7  jz)
2 =
1
164
(15  j6z)
3 =
1
326
(5  j5z)
4 =
1
2568
(1  j4z)
9>>>>>>>>=>>>>>>>>;
(3.85)
となる。以上によりD   j(z=2)N 求まった。これらより、D + j(z=2)N も直ちに得られる
ので、式 (3.67)から l+1を求めることができる。
式 (3.51)において解くべき連立方程式が 3項対角形式となったのは、フレネル近似式には 2階
微分を含む演算子 P が 1次のべきで含まれており、かつ 2階微分は 3項で近似できるからである。
だが、式 (3.57)以降の広角式には演算子 P が高次のべきで含まれているため、これらの広角式に
ついての式 (3.67)は 3項よりも多い係数行列を持つ連立方程式となり、計算効率の高いトーマス
法を適用できなくなってしまう。次に、この問題を解決するために、Hadleyにより提案されたマ
ルチステップ法を記す。
式 (3.69)について考える。前述の手順で分子はすでに求まっており、分母も分子の複素共役と
して直ちに求めることができる。これらの式において 0 = 1であるから、
(19)式の分子 =
nX
i=0
iP
i = (1 + anP )   (1 + a2P )(1 + a1P ) (3.86)
と表せられる。なお、係数 a1、a2、: : :、anは
D   jz
2
N =
nX
i=0
iP
i = 0 (3.87)
の多項式を解くことによって得られる。一方、式 (3.69)の分母については、
(19)式の分母 =
nX
i=0
i P
i = (1 + anP )
   (1 + a2P )(1 + a1P )
= (1 + anP )    (1 + a2P )(1 + a1P ) (3.88)
からわかるように、分子の係数 a1、a2、: : :、anの複素共役から求めることができる。従って、座
標 z +zにおける未知の波動関数 l+1と座標 zにおける既知の波動関数 lは
l+1 =
(1 + anP )    (1 + a2P )(1 + a1P )
(1 + anP )    (1 + a2P )(1 + a1P )
l (3.89)
の式より関連付けられる。
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次に、式 (3.89)を具体的に解く手順について述べる。式 (3.89)を次のように変形する。
(1 + anP )    (1 + a2P )
(1 + anP )    (1 + a2P )
l+1 =
(1 + a1P )
(1 + a1P )
l (3.90)
ここで、
l+
1
n =
(1 + anP )    (1 + a2P )
(1 + anP )    (1 + a2P )
l+1 (3.91)
と定義すると、式 (3.90)は次式となる。
l+
1
n =
(1 + a1P )
(1 + a1P )
l (3.92)
lは既知なので、式 (3.92)より l+
1
n が決まり、この l+
1
n を用いると式 (3.91)は
(1 + anP )    (1 + a3P )
(1 + anP )    (1 + a3P )
l+1 =
(1 + a2P )
(1 + a2P )
l+
1
n (3.93)
と変形できる。さらに、
l+
2
n =
(1 + anP )    (1 + a3P )
(1 + anP )    (1 + a3P )
l+1 (3.94)
と定義すると式 (3.93)は
l+
2
n =
(1 + a2P )
(1 + a2P )
l+
1
n (3.95)
となり、これを解くことにより l+
2
n が求まる。この手順を繰り返し最終的に
l+1 =
(1 + anP )
(1 + anP )
l+
n 1
n (3.96)
を得るのでこれを解けば、座標 z +zにおける未知の波動関数 l+1 が求まる。
つまり、次式
l+
i
n =
(1 + aiP )
(1 + aiP )
l+
i 1
n (3.97)
を i = 1; 2; : : : ; nと順番に求めることにより既知の lから未知の l+1を算出できる。
第4章 モード結合理論
ビーム伝搬法は領域全体を離散化し、変数として各離散点におけるフィールドの複素振幅を用
いる方法であった。それに対して、導波路のモードを考え、モードの複素振幅を変数として解析
を進めるのがモード結合理論であり、導波光学における幅広い分野に適用可能な重要な概念であ
る。変数の個数は取り扱うモードの個数に一致するので、結合係数が求まったなら計算は高速に
できる特徴を有する。グレーティング解析にはモード結合理論が使われることが多い。[61]
4.1 モード結合の発生原因
4.1.1 光波結合の物理的起源
導波構造では構造に応じた特定の状態（モード）だけが存在可能となる。モードの状態を維持
するには、光の伝搬方向に沿って均一な構造が続く必要がある。しかし、構造が不均一性を持つ
ようになると、特定のモードは結合して別のモードに変換される。このように結合の影響で別の
モードに変わることをモード変換（mode conversion）という。異なるモードと結合する際には、
その橋渡しをする物理的起源が必要となる。この起源を表 4.1に示す。
エバネッセント成分は、屈折率が異なる境界面で全反射が生じたとしても、その一部が他方の
媒質にしみ込む成分である [図 2.2(b)参照]。そのしみ込み量は波長オーダの距離である [式 (2.6)
参照]。エバネッセント成分は各種伝搬定数成分を有しており、他方の導波路固有の伝搬定数と一
致したものが励振され得る。また、結合が生じるためには 2導波路が波長オーダの距離で近接し
ている必要がある。
屈折率や形状が光の伝搬方向に対して周期構造をなしていると、反射成分が生じ、その成分は
周期に依存した空間周波数成分をもつ。この成分が光波間のモード結合の介在役となる。
物質波も光波どうしの結合の仲立ちをできる。物質としては、音響波（超音波）、音響フォノン、
光学フォノンなどがあり、これらは光波と異なる周波数成分を持っていると考えられる。
4.1.2 モード結合が生じる例
ここでは、モード結合が生じる具体例を以下に示す。
表 4.1: 光波結合の物理的起源
名称 特徴
エバネッセント成分 2導波路が波長オーダの距離で近接、分布結合
反射成分 周期に依存した空間周波数成分の発生、波長選択性
物質波 音響波（超音波）、音響フォノン、光学フォノンとの結合
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1. 基本特性の厳密解が得られる複数の構造の複合体
2. 複数の光導波路が近接して存在しているもの（例：方向性結合器）
3. 光の伝搬方向に対して導波路幅や屈折率分布が周期的に変化している構造（例：半導体レー
ザ・光フィルタ）、各種不均一光導波路の特性解析
4. 不均一構造光ファイバの特性解析
5. 偏波光ファイバの偏光特性解析
6. 外部から電界などの外場が印加された導波路（例：光変調器）など、各種光回路素子の設計
4.2 モード結合理論の概要
モードは、直線状の導波路において定義されるものであった。直線状導波路のように伝搬方向に
変化がない構造においては、各モードの振幅は保存される。そのような構造に対して微小な屈折率
変化を加えた場合、複素のモードの間において電力の授受が行われる。これをモードの複素振幅
を変数とする連立微分方程式で表して解く方法がモード結合理論である。図 4:1(a)の場合、左側
図 4.1: モード結合理論の適用範囲
の導波路のみが存在する場合の基本モードのフィールド形状を 1(x)、伝搬定数を 1とし、右側
の導波路のみが存在する場合の基本モードのフィールド形状を 2(x)、伝搬定数を 2とする。二
つの導波路が十分に離れている場合、領域全体のフィールド分布は、
	(x; z) = a11(x)e
 j1z + a22(x)e j2z (4.1)
で表され、複素振幅係数 a1と a2は定数である。しかし、導波路が接近している場合は二つのモー
ドが結合し、電力の授受が行われる。その結果、a1と a2は zの関数となる。
図 4:1(b)の場合、導波路の凹凸が存在しない場合の基本モードのフィールド形状を 1(x)、1次
モードのフィールド形状を 2(x)とする。導波路の凹凸により二つのモード間での電力の授受が行
われる。図 4:1(b)のように光の波長のオーダーの周期で屈折率が周期的に変化する構造をグレー
ティングという。いずれの場合においても、モードを求めるときに考えた導波路のみが存在する場
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合に対して微小な屈折率の変化が加わったと捉えることができる。このような場合、各々のモー
ドの複素振幅係数 a1、a2は zの関数となり、領域全体のフィールドは、
	(x; z) = a1(z)1(x)e
 j1z + a2(z)2(x)e j2z (4.2)
で近似することができる。そして、複素振幅 a1(x)、a2(x)は次の連立微分方程式 (モード結合方
程式)を解くことにより得られる。11～22はモード結合係数と呼ばれる。
@
@z
 
a1
a2
!
=
 
11 12
21 22
! 
a1
a2
!
(4.3)
ビーム伝搬法に比べると、モード結合理論には以下の 3つのメリットがある。
1。式 4:3の形になった連立微分方程式は解析的に解ける場合がある。このとき数値計算も必要な
くなり、定性的な性質も明快になる。
2。モードの複素振幅を変数としているので、得られた結果を物理的に解釈するのが容易である。
3。逆方向に進むモード同士の結合も表すことができる。
4.3 モード結合理論の定式化
ここでは、屈折率を用いずに誘電率を用いる。図 4:1(a),(b)各々のモードの電磁界E ,H(nuは
モード番号)は以下のマクスウェルの式を満たす。
5E =  j!H (4.4a)
5H = j!E (4.4b)
"は、モード を求めるときに使用した誘電率分布である。一方、実際の構造における電磁界E、
H は以下のマクスウェルの式を満たす。
5E =  j!H (4.5a)
5H = j!E (4.5b)
電磁界EとH を次のモードの和として表す。
E(x; y; z) =
X

a(z)E(x; y; z) (4.6a)
H(x; y; z) =
X

a(z)H(x; y; z) (4.6b)
電磁界をモード展開する場合、付録で示すように展開可能なのは横方向のみである。式 4:6(a),(b)
は縦方向を含んでいるため、近似が含まれている。全てのモードが同じ導波路構造に基づいている
("1 = "2 =・・・)場合は、モードは直交完備系をなすので任意の電磁界の横方向成分はモード展開
することはできず、たとえ横方向成分のみであっても式 4:6(a),(b)は近似式となる。式 4:6(a),(b)
を式 4:5(a),(b)に代入すると、次式が得られる。X

5 (aE) =  j!
X

aH (4.7a)X

5 (aH) = j!
X

("  "aE + aE) (4.7b)
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式 4:7(a)の左辺をベクトル公式5 (aE) = a5E+5aEを適用して置き換えると、X

a 5E +
X

5a E =  j!
X

aH (4.8)
となる。モードが満たす条件式 (式 4:4(a))を適用すると、左辺第一項と右辺は消え、左辺第二項
のみが残る。a は zのみの関数だから、@a=@x = @a=@y = 0なので、X

(0; 0;
@a
@z
)E
X

@a
@z
zE (4.9)
が得られる。ここで zは z方向の単位ベクトルである。式 4:7(b)にも同様の変形を施すと、X

a 5E +
X

5a E = j!
X

("  ")aE + "aE
X

@a
@z
zH = j!
X

(  )aE (4.10)
が得られる。ここで、H 式 4:9 E 式 4:10を xy平面で積分すると、Z Z
H 
X

@a
@z
zEdxdy  
Z Z
E 
X

@a
@z
zHdxdy
= j!
X

a
Z Z
(  )E Edxdy (4.11)
左辺にベクトル公式A  (BC) = B  (CA)を適用すると、X

@a
@z
Z Z
(E H +H H)zdxdy
=  j!
X

a
Z Z
("  ")E Edxdy (4.12)
となる。さらに、モードフィールドを次式のように表す。
E(x; y; z) = E
0
(x; y)e
 jz (4.13a)
H(x; y; z) = H
0
(x; y)e
 jz (4.13b)
以後の表記ではE0(x; y)のように x,yのみの関数には 0印をつける。式 4:13(a),(b)を式 4:12に代
入すると、最終的にX

@a
@z
e j( )z
Z Z
(E0 H0 +E0 H0)zdxdy
= j!
X

ae
 j( )z
Z Z
("  ")E0 E0dxdy (4.14)
となる。このタイプの式が、考慮するモードの個数 ( = 1; 2; 3・・・)だけ得られる。
取り扱うモードとしては、zの正方向へ伝搬するモードと zの負方向へ伝搬するモードの両方を
同時に取り扱うことができる。zの正方向へ伝搬するモードの場合は、 = 1; 2;・・・のように番号を
割り当て、 は正の値をとる。zの負方向へ伝搬するモードの場合は  =  1; 2;・・・のように番
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号を割り当て、 は負の値をとる。を正の整数として、あるいは rhoがモードの番号を表す
ことにすると、zの正方向へ伝搬するモードと zの負方向へ伝搬するモードは以下の関係がある。
zの正方向へ伝搬 zの負方向へ伝搬
Et $ Et( )
Ez $  Ez( )
Ht $  Ht( )
Hz $ Hz( )
 $  ( )
ここで、Et;Htは横方向成分のみをもつベクトル、Ez;Hzは縦方向成分のみをもつベクトルで
ある。
すべてのモードが同一の導波路に対して定義されている場合、モードはお互いに直交している
ので式 4:14の左辺の積分は  6= のときZ Z
(E0 H0 +E0 H)zdxdy = 0 (4.15)
となる。それは、j  j6=j  jのときはモードの直交性より成立し、 =  のときは「AtBtは z
方向のみを持ちその値は (AB)に等しい。」ことと、先ほどの表を利用することで確認できる。
ここで、 = のときZ Z
(E0 H0 +E0 H0)zdxdy
=
Z Z
E0 H0 + (E0 H0 )zdxdy
= 4
Z Z
Re(
E0 H0
2
)zdxdy = 4P (4.16)
となる。
二つのモードについて考えるとき、式 4:14は次式で表すことができる。
@
@z
 
a1
a2
!
=
 
 j11  j12e j(2 1)z
 j21e j(1 2)  j22
!
(4.17)
ここで、は以下の式で表される。
11 =
!
R R
("  "1)E01 E01dxdyR R
(E01 H01 +E01 H01)zdxdy
(4.18a)
12 =
!
R R
("  "2)E01 E02dxdyR R
(E01 H01 +E01 H01)zdxdy
(4.18b)
21 =
!
R R
("  "1)E02 E01dxdyR R
(E02 H02 +E02 H02)zdxdy
(4.18c)
22 =
!
R R
("  "2)E02 E02dxdyR R
(E02 H02 +E02 H02)zdxdy
(4.18d)
(4.18e)
次に方向性結合器の場合、 6= の場合に式 4:15が成立しないため式 4:14は複雑になる。しかし、
二つの導波路の結合が弱い場合は近似的に式 4:15が成立し、11 ' 22 ' 0も成立する。その結
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果、以下の式が得られる。方向性結合器は z方向に構造の変化はないため、ij は zの関数ではな
く定数となる。
@
@z
 
a1
a2
!
=
 
0  j12e j(2 1)z
 j21e j(1 2) 0
! 
a1
a2
!
(4.19)
4.4 モード結合方程式の解
方向性結合器において、各々の導波路がシングルモード導波路である場合を考える。二つの導
波路の結合が弱い場合、モード結合方程式は式 4:19で表される。また、エネルギー保存則を満た
すために、12 = 21となる。は実数なので 12 = 21 = とおける。ここで、2 = 2   1と
おくと、次の連立方程式が得られる。
da1
dz
=  ja2e j2 z (4.20a)
da2
dz
=  ja1e j2 z (4.20b)
この式は定数係数ではないが、解析解がある。a1; a2の解として次のような形を仮定する。
a1 = Ae
 jze j z (4.21a)
a2 = Be
 jzej z (4.21b)
式 4:21(a),(b)を zで微分すると
da1
dz
= ( j   j )Ae jze j z (4.22a)
da2
dz
= ( j + j )Be jzej z (4.22b)
式 4.20(a),(b)について、左辺を式 4.21(a),(b)で置換し、右辺の a1; a2を式 4.21(a),(b)で置換す
ると、
 jA( +  )e jze j z =  jBe jzej ze j2 z (4.23a)
 jB(    )e jzej z =  jAe jze j zej2 z (4.23b)
となる。ここで、式 4:23(a)と (b)の左辺同士、右辺同士をかけると、
 AB( +  )(    )e j2z =  2ABe j2z
( +  )(    ) = 2
2   2 = 2
 = 
p
2 + 2 (4.24)
となり、が求まった。を正の数とし、2つの解を  で表す。係数 Aと Bの関係は式 4.23(b)
より、
B = a

    (4.25)
であり、解はの 2つであった。ゆえに、a1と a2は次のように書くことができる。
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+の解  の解
a1 = A1e
 jze j z +A2ejze j z
a2 = A1e
 jzej z +A2ejzej z
= A1

  e
 jzej z +A2  + e
jzej z ・・・＊
初期値として z = 0において a1 = A0; a2 = 0であった場合の解を考える。先ほどのの式に
上記の数値を代入し、式＊には両辺に (    )( + )=をかけると、A1とA2を求めるための連
立一次方程式が得られる。
A1 +A2 = A0 (4.26a)
A1( + ) +A2(  + ) = 0 (4.26b)
これらの式より、以下の結果が得られる。
A1 = A0
   
2
(4.27)
A2 = A0  A1 = A0(1   + 
2
)
= A0
2   (   )
2
= A0
 + 
2
(4.28)
ここでは、係数AとBの関係を表す式として式 4.25を利用したが、式 4.23(a)から得られるB =
A( + )=を利用しても同じ結果を得る。式 4.27,4.28を式の解の式に代入すると、
a1 = A0
   
2
e jze j z +A0
 + 
2
ejze jz　
= A0e
 j z[(

2
   
2
)(cos( z) + jsin( z)) + ( 
2
+
 
2
)(cos(z) + jsin(z))]
= A0e
 j z[(
1
2
  
2
)(cosz + jsinz) + (
1
2
+

2
)(cosz + jsinz)]
= A0e
 jz[cosz + j


sinz] (4.29)
a2 = A1

    e
 jzej z  A2 
 +  
ejzejz
= A0e
jz(

2
e jz   
2
ejz)
= A0e
jz 
2
( j2sinz)
= A0e
jz j

sinz (4.30)
となり、a1と a2の解析解が求まった。は電力が 2つの導波路を往復する周期に関する量で、距
離 =2で電力が片方の導波路からもう片方の導波路へ移行する。
は 2つの導波路の結合の強さを表す量であり、は 2つの導波路の伝搬定数の差を表す量で
あった。式 4:24より、 =
p
2 + 2であるので、結合が強くなるほど周期は短くなり、伝搬定数
の差が大きくなるほど周期は短くなる。
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モードが正規化されている (電力は 1である)ことを仮定すると、j a1 j2; j a2 j2は各モードの電
力を表す。
j a1 j2=j A0 j2 (
s
cos2z + (


)2sin2z)2
=j A0 j2 (1  sin2z + 
2
2
z)
=j A0 j2 (1  Fsin2z) (4.31)
j a2 j2=j A0 j2 (

)sin2z
=j A0 j2 
2
2 + 2
sin2z
=j A0 j2 Fsin2z (4.32)
ただし、
F =
2
2 + 2
=
1
1 + ()
2
(4.33)
となり、F は電力移行率と呼ばれ、片方の導波路から片方の導波路へ移る電力の割合を表している。
式 4.33より、2つの導波路の伝搬定数が同じとき (位相が整合しているという) = 0なので、電
力移行率が 100%になる。例えば、2つの導波路のコアの屈折率が同じで導波路幅も等しいとき、
伝搬定数は同じになる。そのようなとき、2つの導波路の結合がどんなに弱くても長い距離を伝搬
すると電力は 100%移行する。
二つの導波路の位相が整合していないとき ( 6= 0)は、結合の強さ が小さくなるほど (Fの分
母が大きくなるので)電力移行率は小さくなる。また、伝搬定数の差が大きくなるほど電力移行率
は小さくなる。
第5章 光導波路素子
本章では、本研究で提案するQPSK符号で表される全光ラベルを識別する導波路型光デバイス
に用いられる基本的な導波路デバイスについて述べる。これらは全てパッシブなデバイスであり、
非線形性を用いていない。[63{66] これにより、材料の耐久性をそれ程考える必要がなく、コスト
面においても理想的である。なお、パッシブデバイスの代表的なものとしてはファイバ関連、シ
リコンフォトニクス関連、導波路デバイス関連などがあり [67]、これらの中でも本研究では導波
路デバイス関連に属するデバイスを用いることを想定している。
5.1 方向性結合器
方向性結合器は光の分岐や合流を行うために用いられる。方向性結合器は図 5.1(a)に示すよう
に、単一モード光導波路が平行に並んでいる構造をしている。それにより、入力される光信号の
位相と振幅によって出力される光の位相と振幅が変化する。
方向性結合器の結合長L1の半分である場合、光は 2つの導波路に半分ずつ均等に光パワーを分
岐する。その為、結合長がL1=2の方向性結合器ことを 3dB方向性結合器という。また、結合長を
変化させることで任意の分岐比率を細かく設定できる。今回は、3dB方向性結合器を用いて回路を
構成する。入力導波路 1、2への光波電界をE(1)in 、E
(2)
in 、出力導波路 1、2の光波電界をE
(1)
out,E
(2)
out
とすると、入出力関係は 
E
(1)
out
E
(2)
out
!
=
1p
2
 
1  j
 j 1
! 
E
(1)
in
E
(2)
in
!
(5.1)
で表される。これにより、入力される光信号の振幅と位相により、出力光の位相と振幅が変化す
ることが分かる。ここで、伝搬に伴う共通の位相変化は省略している。
5.2 Y分岐導波路
図 5.1(b)に示すように、Y分岐導波路 (Y-junction)は 2本の単一モード導波路を小さな角度で
交じらわせて 1本の単一モード導波路にまとめたり、1本の単一モード導波路から 2本の単一モー
ド導波路にわけたりするものである。つまり、光パスを分岐するために用いる事が可能である。ま
た、入力光波電界をEinとすると光信号の振幅は 1=
p
2の 2つに分けられ、式 5.2のようになる。 
E
(1)
out
E
(2)
out
!
=
1p
2
 
1
1
!
Ein (5.2)
Y分岐導波路は波長依存性が小さく、安定した特性が得られやすい特徴がある。
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(a) (b)
Ein Eout
Ein
ref Eout
ref
reference
Δφ
････････････････
(c) (d)
図 5.1: 基本構成デバイス
((a):3dB方向性結合器,(b):Y分岐,(c):非対称Xジャンクション,(d):位相シフタ)
5.3 非対称X-junction
非対称X-junctionの構造を図 5.1(ｃ)に示す。非対称X-junctionでは、左側はY-junctionと同
様に等しい 2本の単一モード導波路からなる。右側は、光導波路の幅が異なる 2本の単一モード
導波路からできている。このような構成にすることで、Y分岐導波路における放射モードとして
伝搬させることができる。また、入力の光波位相が同相か逆相かによって出力導波路を変えるこ
とができる。そして、入出力関係は式 5.3のようになる。 
E
(1)
out
E
(2)
out
!
=
1p
2
 
1 1
 1 1
! 
E
(1)
in
E
(2)
in
!
(5.3)
光集積回路では、このような光の結合を行うために方向性結合器がある。しかし、方向性結合器
は結合度と結合長を正確に決めなければならず、光波の波長や偏波に敏感であるという特徴があっ
た。一方、非対称X-junctionでは導波路の形状によって動作が定まっているので、偏波特性をな
くすことができ、波長帯域幅も広く取ることが可能であるという特徴がある。
5.4 位相シフタ
位相シフタの構造を図 5.1(d)に示す。単一モード導波路を 2本並べることで位相を変化させる
ことができる。入出力関係は式 5.4のようになる。 
Eout
Erefout
!
=
1p
2
 
ej 0
0 1
! 
Ein
Erefin
!
(5.4)
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図 5.2: 曲がり導波路の屈折率分布
5.5 曲がり導波路
ここで、曲がり導波路 (S字カーブ導波路)のモードについて説明する。y方向に一様な構造の
スラブ導波路を TE波が伝搬する場合を考える. 図 5:2(a)のような曲率Rの曲線導波路は、導波
路幅 dが曲げ半径Rに比べて十分小さく、コアとクラッドの比屈折率差が小さいとき、図 5:2(b)
のような屈折率分布をもつ直線導波路と等価である。ここで、n0(x)は
n0(x) = n(x)(1 +
x
R
) (5.5)
と表される。曲線導波路をまっすぐに伸ばしたものが、直線導波路に等しくなるように n0(x)を
定める。まず、曲線導波路の各場所での伝搬定数 (x)を中心位置での伝搬定数を c、中心位置を
x = 0として表すことを考える。また、位置 xでの光の位相速度 (vp)は x = 0での速度を基準に
すると 1 + x=R倍にある。 = k0neであり、ne = c=vpであるから、伝搬定数は 1=(1 + x=R)倍
になる。よって、
(x) = c(
1
1 + xR
) = c
R
R+ x
(5.6)
ここで、図 5:2の導波路において、コア中における x方向の波数 kxは等しいと仮定する。また、
曲がり導波路の中心での伝搬定数と直線導波路の伝搬定数は等しいと仮定する。それらの仮定に
より、コアにおいて次式 (直線導波路)が成立する。
k2x = k
2
0n
2
1   2(x) (5.7a)
k2x = k
2
0n
02(x)  2c (5.7b)
n1はコアの屈折率である。ここで、次式が得られる。
k20n
2
1   2(x) = k20n02(x)  2c (5.8)
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ここで、式 5.6を代入して
k20n
2
1   (c
R
R+ x
)2 = k20n
02(x)  2c k20(n21   n02) = 2c (
R
R+ x
)2   1
両辺に ( RR+x)
2をかけると、
k20n
2
1(1 
n02
n21
)(
R
R+ x
)2 = 2c 1  (
R
R+ x
)2 (5.9)
両辺において (R+xR ) ' 1かつ k20n21 ' 2c と近似すると、
1  n
02
n21
= 1  (R+ x
R
)2 n02 = n21(
R+ x
R
)2
クラッドの kxを用いても同形の式が得られるので、
n0(x) = n(x)(1 +
x
R
) (5.10)
となり、これが等価な屈折率分布を表す式である。
曲がり導波路のモードフィールドは中心位置が外側へずれる。直線状導波路を曲率半径が極め
て小さい曲がり導波路で接続する場合、曲がり部分における放射損失に加えて、直線導波路と曲
がり導波路の接続部でのモードフィールドの不整合による放射損失が問題となる。そこで、でき
るだけモードのフィールドパターンが一致するように曲がり導波路の中心軸をずらす方法がある。
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本章では、フォトニックラベルルータのラベル識別処理部に必要となる光 4値位相変調（QPSK）
符号による全光ラベル識別用導波路型光回路の提案し、その具体的構成とその動作、回路特性に
ついて述べる。なお、今回は位相を変化させて情報をのせる位相変調を用いており、0、=2、、
3=2位相を利用するQPSK符号を活用し、QPSK符号での位相値に対応する符号を 1; j; 1; j
とする。提案するQPSK光符号ラベル識別回路は、3dB方向性結合器、2つのY分岐と非対称X
ジャンクションの組み合わせからなる回路であり、基準となる光パルスと識別したいQPSK光ラ
ベルの各光パルスが結合や干渉をし、自己ルーティング的に全ての符号に対応するラベルを識別
する。基本モジュ－ルとなる光回路を位相調整回路を介してツリー状に接続することにより、複
数シンボルからなる光符号が識別できる。[68, 69]
6.1 理論解析
提案するQPSK光位相識別用光回路及び複数光ラベル識別用光デバイスの理論解析について述
べる。
6.1.1 QPSK光位相識別用光回路
本研究で用いられている基本の光導波路デバイスについては前章で説明した。それらを利用し
て、まずはQPSK光位相識別用光回路を構成する。まず、方向性結合器と 2つのY分岐導波路を
接続した回路を図 6.1(a)に示す。方向性結合器と 2つの Y分岐導波路を通った後の光波電界は、
上側の導波路から順にそれぞれ E(1)Y out,E
(2)
Y out,E
(3)
Y out,E
(4)
Y outとすると、入出力関係は式 6:1と
なる。0BBBB@
E
(1)
Y out
E
(2)
Y out
E
(3)
Y out
E
(4)
Y out
1CCCCA = 12
0BBB@
1 0
1 0
0 1
0 1
1CCCA
 
1  j
 j 1
! 
E
(1)
in
E
(2)
in
!
(6.1)
そして、図 6.1(a)に非対称Xジャンクションを追加させると図 6.1(b)のようになり、QPSK光
符号 1シンボルに対して位相識別する回路である。図 6.1(b)の入出力関係は式 6:2となる。
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(a)方向性結合器と 2つのY分岐導波路を接続した回路
(b) 上図に非対称Xジャンクションを追加した回路図
(QPSK Phase Recognition Circuit; QPRC)
図 6.1: 提案回路
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E
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(6.2)
この回路を基本回路とし、多段に組み合わせることで光ラベル識別用光デバイスへ拡張すること
ができる。以下、図 6.1(b)の基本回路をQPRC（QPSK phase recognition circuit）と呼ぶ。
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表 6.1: 図 6.1(b)の回路での出力光波電界
Input Output
E
(1)
out E
(2)
out E
(3)
out E
(4)
out
(E
(1)
in ,E
(2)
in )=(1; 1)
1p
2
ej=4 ej5=4 0 1p
2
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(E
(1)
in ,E
(2)
in )=(1; 1) 1p2 ej7=4 0 ej7=4
1p
2
ej7=4
(E
(1)
in ,E
(2)
in )=(1; j) 1
1p
2
- 1p
2
0
(E
(1)
in ,E
(2)
in )=(1; j) 0 - 1p2 -
1p
2
 j
表 6.2: 図 6.1(b)の回路での出力光強度
Input Output
jE(1)outj2 jE(2)outj2 jE(3)outj2 jE(4)outj2
(E
(1)
in ,E
(2)
in )=(1; 1) 0.5 1 0 0.5
(E
(1)
in ,E
(2)
in )=(1; 1) 0.5 0 1 0.5
(E
(1)
in ,E
(2)
in )=(1; j) 1 0.5 0.5 0
(E
(1)
in ,E
(2)
in )=(1; j) 0 0.5 0.5 1
6.1.2 QPRCの入出力関係
図 6.1(b)に示すQPRCの入出力関係について述べる。まず、符号に対応する出力ポートへ転送
していくために、光パルス列 (QPSK光ラベル)の先頭にある ID光パルスをQPSK符号シンボル
の制御用信号（基準信号）としてQPRCの入力ポート 1へ送信する。次に識別したいQPSK光パ
ルスをQPRCの入力ポート 2へ送信すると、識別用光パルス列の 1シンボル目にあたるQPSK光
パルスに応じてQPRCの出力信号が変化する。つまり、基準信号と識別したいQPSK光パルスと
の位相差により、出力ポート 1-4の出力信号強度および位相が変化する。具体的には、基準信号と
同じ位相の光パルスを入力した際は出力ポート 1-4のうち出力ポート 2の出力信号強度が最大と
なり、基準信号と =2位相がずれた光パルスを入力すると出力ポート 1の出力信号強度が最大と
なる。そこで、出力ポート 1-4の出力信号における最大出力強度と 2番目に大きい出力強度、又は
最小出力強度と 2番目に小さい出力強度との強度差によりQPSK光符号の識別が可能である。こ
こで、基準信号と識別したい QPSK光パルスとの位相差により変化する QPRCの入出力関係を
表 6.1、表 6.2に示す。
表 6:1より、基準信号とQPSK光パルスをQPRCに入力すると出力光の位相と振幅が変化して
いることがわかる。また、QPSK光パルスの違いにより変化する出力強度については最大が 1と
なり、2番目に大きい信号は 0.5、最少が 0となるように全てパターン化しているが、位相変化に
ついてはそのようなパターンになっていないことが分かる。表 6:2より、基準信号とQPSK光パ
ルスとの位相差により出力される光強度が異なっていることも読みとることができる。そこで、こ
の最大出力強度と 2番目に大きい出力強度差を利用することによりQPSK光位相識別を行う。
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6.1.3 光ラベル識別用光デバイスへの拡張
提案するQPRCでは、複数のQPSK光符号ラベルの識別が困難である。そこで、QPRCを基
本モジュール（基本回路）とし、多段に組み合わせることで複数の光ラベル識別用光デバイスへ
拡張させる。[70] しかし、出力信号の位相が出力ポートによって異なると共に、位相がずれて出
力されるので単純な接続構成では拡張することは不可能である。そこで、基本回路の後に位相調
整用の位相シフト回路を接続し、QPRCを 2段目に接続するような構成を用いる。以下に 1段目
で出力された最大強度の光パルス信号の位相が基準信号と等しくするため、どの程度ずらす必要
があるのかについて示す。
 E(1)outの出力強度が 1になるときは (E(1)in ,E(2)in )=(1; j)で、
E
(1)
outが１になるためずらす必要がない。
 E(2)outの出力強度が 1になるときは (E(1)in ,E(2)in )=(1,1)で、
E
(2)
outが exp(j7/4)になるため exp(j /4)ずらし１とする。
 E(3)outの出力強度が１になるときは (E(1)in ,E(2)in )=(1,-1)で、
E
(3)
outが exp(j5/4)になるため exp(j3/4)ずらし１とする。
 E(4)outの出力強度が１になるときは (E(1)in ,E(1)in )=(1;-j)で、
E
(4)
outが exp(j3/2)になるため exp(j /2)ずらし１とする。
すなわち、位相シフト回路の入出力特性は光電界 E(i)outに対する出力を E
(i)0
out とすると、次式の
ようになる。ここで、41=0,42 = =4,43 = 3=4,44 = =2である。0BBBB@
E
(1)0
out
E
(2)0
out
E
(3)0
out
E
(4)0
out
1CCCCA =
0BBB@
ej41 0 0 0
0 ej42 0 0
0 0 ej43 0
0 0 0 ej44
1CCCA
0BBBB@
E
(1)
out
E
(2)
out
E
(3)
out
E
(4)
out
1CCCCA (6.3)
これら位相シフト回路を通過後の位相項を含めた信号振幅E(i)outを表に表す。位相シフト回路を
通過後には、1段目のQPRCからの最大出力強度の信号の位相が基準信号と等しくなっているこ
とが分かる。
ここで、図 6.3に 2シンボルラベルラベル識別用光デバイスを示す。そのデバイスでは、位相シ
フトした信号を図 6.1(b)の回路でのE(1)in に対応するように入力している。基準信号と同じ信号強
度であり、なおかつ位相も基準信号と等しくなる信号（光パルス）が必ず 1つある。また、それ以
外の他の 3つの出力信号は基準信号と比べ小さい出力信号となる。つまり、信号強度と位相が基
準信号と等しい出力信号を 2段目のQPRCの基準信号として入力する。そこで、1段目のQPRC
と同様の動作を行うと、16個ある出力ポートのうち出力強度が 1となるポートが 1つのみとなり
出力強度差がうまれる。
図 6.3に 2シンボルの異なる入力に対する各出力ポートからの出力強度を示す。なお、基準信
号強度で規格化したグラフとなっている。入力光を (1シンボル目 (QPSK 光符号); 2シンボル
目 (QPSK 光符号))としており、16ポートある出力のうち 2番目に大きい出力強度は 0.625とな
り最大出力強度との差は 0.375程度あることが分かる。1段目の場合に比べ 2番目に大きい出力強
度の値が大きくなっている（0.5から 0.625）が、この強度差ならば識別可能範囲であると考えて
いる。
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次に、QPSK光パルス信号をさらに多く識別するために同様の動作を行い、ステージ数を増や
して識別する光ラベルのシンボル数を多くするとどのように出力強度が変化するのかを検討した。
ここで、1段目から 4段目までステージとして多段に構成した場合における出力強度変化を図 6.4
に示す。なお、信号強度として最大値と最小値、2番目に大きい値と 2番目に小さい値の出力強度
のみを示した。なぜなら、最大値と 2番目に大きい値との差、あるいは最小値と 2番目に小さい
値との差が識別可能かどうかの基準となるからである。すなわち、入力符号に対応する出力ポー
トとして最大出力ポートで定義する方法と、最小出力ポートで定義する方法の 2パターンが考え
られるが、今回は強度差がより顕著に表れている最大強度と 2番目に大きい出力強度との差でラ
ベル処理を行うこととした。多段構成をより多くすることにより強度差が減少し、この構成では
4段目になると最大信号強度と 2番目に大きい信号強度との差が 0.1程度のみになってしまうこと
が分かる。
図 6.2: 2シンボルラベル識別用導波路型光デバイス
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図 6.3: 図 6.1(b)の回路における各出力ポートからの出力強度
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表 6.3: 位相シフト回路を通過したあとの出力信号の電界
Input Output
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図 6.4: ステージ数に対する出力強度変化（最大・最小・2番目に大きい・2番目に小さい出力信
号強度）
6.1.4 QPSK符号により構成される全光ラベル
搬送波の振幅、周波数や位相等を変化させ、それに情報をのせることを変調と言う。その中で、
位相を変化させる PSK方式を今回用いている。用いる位相値は通常均等に配置するので、BPSK
では 0と 、QPSKでは 0、=2、、3=2となる。なお、ここでは QPSK符号での位相値に対
応する符号を、1; j; 1; jとする。また、多値になるほど同じ符号間隔で多くの情報をできるた
め、同一の情報を伝送するために必要な帯域小さくできるが、雑音による誤り（光パルスの位相
乱れ）が起きやすくなる。今回は、QPSK光符号パルス列からなる光ラベルの識別を考える。光
ラベルは、図 6.5に示すように光符号パルス列の前に識別基準信号用の ID光パルス（1個の光パ
ルス）を有する構成とする。本研究で提案しているデバイスでは、光パルスがQPRCの入力ポー
トへ同時に入力されること (パラレル処理)を前提としている。そこで、光ラベルは前処理として
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図 6.6のようにシリアル－パラレル変換（光パルスの直列から並列への変換）されていることを仮
定するが、現在の技術では光パルスのシリアルーパラレル変換は容易ではなく、現在進行形で研
究がなされている。[51,71,72] そのため、シリアル－パラレル変換を行わなずに ID光パルスと 1
シンボル目の光パルスを同時に入力できるようにする。
シリアル－パラレル変換行わずに 2シンボルラベル識別システムの概要を図 6.7に示す。まず、
2シンボルラベル識別用光デバイスへ入力する前に光増幅器 [73,74]にて光パルス列を 3倍に増幅
し、ID光パルス、1シンボル目の光パルス、2シンボル目の光パルスを入力するための入力ポート
にそれぞれパルス列を入力する。IDシンボル用の入力ポートには何もせずに入力させるが、他の
二つのポートについてはバッファなどを利用して遅延させることを考慮する。なお、バッファに
ついても現在多く研究されており [75{79]未だ未開発の部分が多いため、今回は比較的容易に構成
できる光ファイバ遅延線 (Fiber delay line; FDL)を用いて遅延させることとする。遅延時間につ
いては、1シンボル目の光パルス入力用のポートはパルス 1シンボル分だけファイバ遅延線用いて
遅延させる。次に、2シンボル目の光パルス入力用のポートには、パルス 2シンボル分だけ遅延さ
せることができるように構成する。これにより、I0に入力される光パルス列の先頭光パルス、I1
に入力される光パルス列の真ん中の光パルス、I2に入力される光パルス列の最後の光パルスの 3
つの光パルスが全て同時に入力できる。このことから時系列 t0(3つの光パルスが同時入力される
時刻)では、パラレルな状態でパルス信号を同時入力することと同様の処理が可能となる。
図 6.7に示すように光パルス列を 2シンボルラベル識別用光デバイスへ入力すると、各時系列
で入力信号の一部の光パルスが入力され（例：I2に入力される光パルス列の先頭光パルスのみ入
力）、余分な出力信号が生み出される。そこで、時系列的に光パルス列が入力される全てのパター
ン（合計：5パターン）を検証し、図 6.8に全ての時系列における出力信号強度を示す。図 6.8よ
り、最大出力強度が 1となるのは時間 t0の出力ポート 6のみであることがわかる。次に、2番目に
大きい出力強度は同じ時系列 t0の出力ポート 1,2,14,16であり、出力強度は 0.625であった。それ
以外の出力強度信号は 0.625より小さいため、光ラベル識別する際の基準となる最大強度と 2番目
に大きい出力信号強度との差は時系列 t0の場合のみで比較、又は全ての時系列での出力強度との
差を比較しても同じ結果を得ることとなる。つまり、時系列 t0のみの信号を取り出すタイムゲー
トようなシステムを構築せず、全ての時系列の出力強度から判断しても光ラベル識別が可能とな
る。よって、入力方法を工夫することで高度なシリアル－パラレル変換やタイムゲートを利用せ
ずに光ラベル識別ができることを明らかにした。
図 6.5: 光ラベル全体の構成
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図 6.6: 光ラベル識別システムの構成
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図 6.7: シリアル－パラレル変換不要な光ラベル識別システム
6.2 数値シミュレーション解析
前項では、QPSK光位相識別用光回路とQPSK光符号ラベル識別用光デバイスの理想的な動作
(理論解析)を示した。本節では、提案回路の動作確認するために、有限差分法を用いたビーム伝搬
法 (FD-BPM)によるコンピュータでの数値シミュレーション解析を行い提案回路を検証する。今
回用いるビーム伝搬法では、第 7次パデ近似を用いることでシミュレーション精度をあげている。
6.2.1 QPRCの動作検証
まず、QPRCの設計モデルを図 6.9に示す。3dB方向性結合器やY分岐をシミュレーションモ
デルで設計する際、2つの入力ポートのうち片方向から光パルスを入力すると等しい強度で 2分割
されて出力されるようにすることが大事である。次に、光導波路の屈折率としては 1.461、光が伝
搬する導波路の幅は 3.0m、基板の屈折率は 1.45としている。これはシリカ導波路を想定してい
るためであり、シリカの屈折率の値を採用している。なぜなら提案デバイスはパッシブなデバイ
スなため耐久性等は低くても良いため、容易にかつ低コストで作成できる材料として簡易的にシ
リカ導波路を採用した。
今後、発光素子や受光素子を除くとシリコンやシリカ導波路は低損失で超小型化、コスト面に
ついてもさらに安価にできる可能性がある。また、シリコン系フォトニック集積回路について数
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図 6.8: 入力信号 (1,1)の出力強度信号 (a)t = t0 24 t, (b) t0 4t, (c)t0, (d)t0+4t, (e)t0+24 t
多く提案されており有望なデバイスとして取りあげられているが、大きな屈折率差をもつ導波路
であることから側壁粗さなどによる伝搬損の問題を抱えている。そこで、従来から広く使われて
いる低損失なシリカ系光集積回路と組み合わせることで低損失なシリコン／シリカハイブリッド
光集積回路も研究されている。[80] 当然のことだが、現在はポリマー光回路なども研究されてお
り [81]、今後新たな光導波路素子が生まれてくると本論文で想定している材料も変更することも
考えている。
次に非対称 Xジャンクションについて説明する。今回シミュレーションに用いたモデルでは、
出力導波路の幅が太い導波路は 3.4mとし、細い導波路を 2.6mとした。非対称Xジャンクショ
ンのシミュレーションモデルについては、2つある入力ポートのうち 1つから光パルスを入力する
と等しい強度で 2分割されて出力されるように設計することが重要である。また、非対称 Xジャ
ンクションの出力ポートについては、上部側は結合部における 0次モード（偶モード）が伝搬し、
下部側は 1次モード（奇モード）が伝搬するように設計しなければならない。これらの伝搬モー
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図 6.9: FD-BPMシミュレーションに用いた 2次元モデル (QPRCの 2次元モデル)
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図 6.10: QPRCにおける入力符号 (1,1)の場合での出力結果
ドを実現するためには、十分ゆるやかな角度でXジャンクションを結合させる必要がある。[82]
QPRCにおけるX 方向の最大値は 0.1m、Z方向の最大値は 30mmとし、差分する際のX 方
向の刻み幅は 0.05m、Z 方向の刻み幅は 1mとした。
図 6.10と図 6.11には FD-BPMによるシミュレーション結果を示す。入力信号は基準信号と同
じ位相の光を入射した場合、すなわち入力符号 (1; 1)のシミュレーション結果を図 6.10に示す。理
論解析と同じくE(2)outの出力強度が他の出力ポートに比べ一番大きいことがわかる。そして、E
(3)
out
の出力が他の出力ポートに比べ理論解析結果と同様にほぼ 0の出力となった。また、入力信号は基
準信号と比べ位相が 3=2ずれた光を入射した場合、すなわち入力符号 (1; j)のシミュレーショ
ン結果を図 6.11に示す。この結果、理論解析結果と同じくE(4)outの出力が他の出力ポートに比べ一
番大きいことがわかる。次に、E(1)outの出力が他の出力ポートに比べ理論解析結果と同様にほぼ 0
の出力となった。このことから入力される光パルス信号の位相の違いにより、出力される光信号
強度が理論解析結果のとおり異なっていることが分かる。
QPRCに入力したQPSK光パルスに対する出力強度の最大値を以下に示す。入力符号 (1,1)の場
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図 6.11: QPRCにおける入力符号 (1,-j)の場合での出力結果
(a)理論解析結果 (b)シミュレーション解析結果
図 6.12: 入力信号強度に対して規格化した出力強度比
合は入力光強度の 97.58％、入力符号 (1,-1)の場合は入力光強度の 98.62％、入力符号 (1,j)の場合
は入力光強度の 99.93％、入力符号 (1,-j)の場合は入力光強度の 99.40％であった。続いてQPRC
に入力したQPSK光パルスに対しての出力強度（入力信号強度で規格化した強度）を図 6.12に示
す。理論解析結果とシミュレーション結果を比べると誤差は 3%以内になっており、ほぼ理論解析
とおりの結果となった。
6.2.2 2シンボルラベル識別用導波路型光デバイス
2シンボル識別用導波型光デバイスの FD-BPMにて計算した際に構成した 2次元モデルを図
6.13に示す。QPRCをツリー状に多段に繋げ、1段目と 2段目のQPRC（基本モジュール）間に
位相調整用導波路を介して構成した。なお、QPRCを組み合わせる方法として導波路を交差させ
ている。
2シンボル識別用導波型光デバイスに入力符号 (1; 1)を入力した際におけるシミュレーション結
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図 6.13: 2シンボルラベル識別回路の 2次元モデル
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図 6.14: 入力信号 (E(1)in ; E
(2)
in ) = (1; 1)の場合の 2シンボルラベル識別結果
果を図 6.14に示す。QPRCでの出力信号の一つは基準信号とほぼ等しい出力をもっているが、表
6.1よりQPRCに入力した信号は位相がずれて出力されることが分かる。最大強度で出力される
信号の位相調整を行い、2シンボル目のQPRCでの基準信号として扱うことで 2シンボルラベル
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図 6.15: 入力信号 (E(1)in ; E
(2)
in ) = (1; 1)の理論計算結果とシミュレーション結果の比較
識別システムが構築できる。。例えば入力符号 (1; 1)の場合、1つ目の QPRCから出力された 4
つの信号のうちE(2)outの出力が最大となる。その信号を 1段目のQPRCと 2段階目のQPRCとの
間で位相調整を行っている。位相調整後の信号を 2段階目のQPRCでの基準信号とし、1段目と
QPRCと同様の処理を行うことで、2シンボルラベルが識別可能となり、出力ポート 6の出力信
号が最大強度となっている。
入力符号 (1; 1)の理論計算結果とシミュレーション結果を図 6.15に示す。図 6.15より、この入
力信号においてほぼ理論通りの結果となっており、2シンボルラベルは識別できることが分かる。
入力符号 (1; 1)だけはなく、全ての入力パターンでもシミュレーションを行った。ここで、全入力
パターンにおける出力強度を表 6.4に示す。このシミュレーション結果には理論計算値との差が若
干ある。理論計算値では 2番目に最大となる強度は 0:625となるに対し、今回のシミュレーション
値では約 0:68となった。これは交差させている導波路で光の漏れがあり、この誤差を引き起こし
ていると考えられる。
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表 6.4: 位相シフト回路を通過した後の 2番目に強い出力強度
(E
(1)
in ; E
(2)
in ) 出力信号強度 (E
(1)
in ; E
(2)
in ) 出力信号強度
(j; j) 0.68 ( 1; j) 0.68
(j; 1) 0.62 ( 1; 1) 0.64
(j; 1) 0.68 ( 1; 1) 0.68
(j; j) 0.68 ( 1; j) 0.64
(1; j) 0.66 ( j; j) 0.66
(1; 1) 0.63 ( j; 1) 0.65
(1; 1) 0.64 ( j; 1) 0.66
(1; j) 0.63 ( j; j) 0.66
6.3 提案回路の波長依存性
コア／メトロネットワークでは、波長多重通信方式 (WDM)が主流となりつつあり、パケット
通信においても多波長光パケット通信の研究が進められている。[83,84] そこで、単一の通信波長
帯域だけではなく多波長で扱うことが可能なデバイスが求められているため提案回路の波長依存
性について検討した。[85,86]
6.3.1 QPRC
まず、基本モジュールであるQPRCの波長依存性について説明する。QPRCで使われている 3
つの基本導波路デバイスのうち、非対称XジャンクションとY分岐には波長依存性がない。しか
し、3dB方向性結合器には波長依存性があるためQPRCにも波長依存性が生じる。
最初にモード結合理論から 3dB方向性結合器の波長依存性を考慮して QPRCの波長依存性に
ついて算出する。3dB方向性結合器の入出力は、波長  = 1:55mにおける結合係数を 0とする
と、モード結合理論より
 
E
(1)
out
E
(2)
out
!
=
 
cos(=40)  jsin(=40)
 jsin(=40) cos(=40)
! 
E
(1)
in
E
(2)
in
!
(6.4)
となる。ここで、は結合係数であり、2つの導波路が独立なときの界の重ね合わせ積分で表され
る。この計算式は、次式のようになる。
 =
!0
4
Z
WG1
(n2c   n2s)E(1)(x)E(2)(x)dx (6.5)
ncと nsは、コアとクラッドの屈折率である。積分は、結合する導波路の 2つのうちの片側で行う。
図 6.16に示すように、結合係数 ()は入力される光の波長 ()に依存する。このとき式 (6.2)は
次式となる。
ここで、Co = cos(  / 40), Si = sin(  / 40) とおく。
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図 6.16: /0の波長依存性 (W=3.0m、nc = 1:461、ns = 1:45)
QPRCに入力される入力符号 (1; j)の出力結果における波長依存性についての理論解析結果を
図 6.17に示す。なお、波長 1:55mを入力した場合における最大出力信号の出力強度を 1として
規格化した出力強度を表示している。各出力ポートの出力強度が波長により変化しているととも
に、波長依存性は 1.5  1.6m間では小さいことがわかる。[87] ちなみに、入力符号 (1; j)の
場合も等しい結果となった。しかし、他の 2つの入力符号の場合 [(1; 1), (1; 1)]では波長依存性
が見られなかった。3dB結合器において、同じ位相又は位相が ずれた光では問題なく機能する
からである。よって、波長依存性が問題となるのは、識別したい光パルスの位相が基準信号より
=2; 3pi=2ずれた光の場合であることが判明した。
図 6.18はQPRCへの入力符号 (1; j)の波長依存性におけるシミュレーション結果と理論解析値
との比較である。理論値では、2番目に大きい出力信号の強度は変化しないのに対してシミュレー
ション結果では変化している。これは、Y分岐等の若干細かい所で結合が起こり、この変化をも
たらしていたためである。しかし、波長帯域 1.5  1.6mの間での出力変化は約 5%程度であり、
この波長帯域ではほとんど問題ないと考えられる。このことから基本モジュールであるQPRCに
ついては波長依存性は少なく、広波長帯域で利用できることが分かる。
6.3.2 2シンボルラベル識別用光デバイス
2シンボルラベル識別用光デバイスでは、QPRCをツリー状に多段に組み合わせて構成されて
いる。現在の構成では、1段目のQPRCの出力信号を利用して 2シンボル目のQPSK光ラベルを
識別することから 2段目のQPRCに 1段目のQPRCの出力信号と 2シンボル目のQPSK光ラベ
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ルが同条件で入力する必要がある。そのためには 1シンボル目のQPSK光ラベルが識別用QPRC
を通過してから 2段目のQPRCに入力されるまでの光路長と 2シンボル目のQPSK光ラベルが 2
段目のQPRCに入力されるまでの光路長を等しく揃える必要がある。なぜなら、それらの光路長
が異なると伝搬定数や光位相を揃えることができず、2シンボル目のQPSK光ラベルを識別でき
ない。それに加え、当然だが時系列に 1段目・2段目問わず、QPRCには同時に信号を入力する必
要がある。
図 6.17: 入力符号 (1; j)におけるQPRCの全出力ポートでの出力強度の波長依存性
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図 6.18: 入力符号 (1; j)の波長依存性の理論解析値とシミュレーション結果の比較
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図 6.19: 入力符号 (1; 1)における光路長がずれた場合の光強度変化
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図 6.20: 入力符号 (1; 1)における光路長がずれた場合の光位相変化
ここで、伝搬定数と光路長を考慮したQPRCの入出力関係式を以下に示す。0BBBB@
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ej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(6.7)
なお、は伝搬定数、lは光路長であり、QPRCにおける入力ポート 2に入力される信号が入力
ポート 1に入力される信号と比べ、伝搬定数や光路長がずれて入力された場合において、出力強
度がどのように変化するのかを検討した。
lが変化した場合における 2番目に大きい出力強度の変化を図 6.19に示す。なお、ここのでの
入力符号は (1; 1)であり、出力強度は最大出力強度で規格化している。まず前提条件として入力符
号が (1; 1)の場合、光路長のずれがなければ波長依存性がないため 2番目に大きい出力強度は 0.5
となる。次にl = 1:06mのとき、入力ポート 2での入力信号の位相が 2ずれることから入力
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(a)改良後の 2シンボルラベル識別用システムの構成
(b)シミュレーションモデル
図 6.21: 改良後の 2シンボルラベル識別用光デバイス
84 第 6章 QPSK光符号ラベル識別用光デバイス
O1
O2
O3
O4
O5
O6
O7
O8
O9
O10
O11
O12
O13
O14
O15
O16
Output
Input
I3A
I1
I3B
I2
|E|2
図 6.22: 入力符号 (1,1,1,1)のシミュレーション結果
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図 6.23: 入力波長 1.55mでの入力符号 (1,1,1,1)における出力信号強度
信号の波長が 1.55mの場合では出力強度は 0.5となり、波長依存性がないかのように見える。し
かし、波長が 1.55m以外では出力強度が変化していることから波長依存性があることが分かる。
また、l = 0:01mでは、出力強度は 0.53で一定であり、波長依存性がない。つまり、光路長は
0:01m以下の精度で等しくなるように揃える必要があることを明らかにした。
各出力ポートからの位相変化が異なることが判明したため、その位相変化に対応するために回
路構成を改良し位相変化が全て等しくなるように揃えるように変更した。ここで、図 6.21に改良
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図 6.24: 入力符号 (1,j,1,1)のシミュレーション結果
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図 6.25: 理論解析による 2シンボルラベル識別結果
後の 2シンボルラベル識別用光デバイスを示す。QPRCの基本構成素子である 3dB方向性結合器
の変わりにY分岐を利用した擬似QPRC(compensation circuit; comp.circuit)を用いて光路長を
調整することで伝搬定数や光路長を等しくなるようにした。これにより、波長依存性による位相
変化が解消される。次に、図 6.21(b)に擬似QPRCを含めたシミュレーションに用いた回路設計
図（2次元モデル）を示す。図 6.21(b)からも擬似QPRCが 3つのY分岐と非対称Xジャンクショ
86 第 6章 QPSK光符号ラベル識別用光デバイス
0
0.1
0.2
0.3
0.4
0.5
0.6
0.7
0.8
0.9
1
1.1
1.5 1.52 1.54 1.56 1.58 1.6
Wavelength
O
u
tp
u
t 
in
te
n
si
ty
(µm)
Second smallest output intensity Minimum
Second largest output intensity
Maximum output intensity
図 6.26: FD-BPMシミュレーションによる 2シンボルラベル識別結果
ンから構成されていることが分かる。これは、3dB結合器はわずかながら波長依存性があるのに
対し、Y分岐は波長依存性がないため 3dB方向性結合器に代わりにY分岐を利用しているのであ
る。そして、擬似QPRCの 4つの出力ポートのうちの 2つのポートが使われ、そのポートを通過
し 2シンボル目の信号が 2段目のQPRCへ転送されている。使われていない 2つのポートには光
吸収材料、又は光吸収デバイス等を利用し光出力強度を 0にすることを想定している。
改良後の 2シンボルラベル識別用光デバイスの FD-BPMシミュレーション結果を図 6.22に示
す。なお、入力信号の位相は全て基準信号と同じ位相の場合を示しており、最大強度信号が出力さ
れるポートは出力ポート 6となる。入力波長 1.55mにおける出力ポートと出力信号強度との関
係について、理論解析結果とシミュレーション結果を図 6.23に示す。ここでの出力強度も最大出
力信号で規格化しているため最大出力強度が 1となる。理論解析結果と FD-BPMシミュレーショ
ン結果を比較すると、出力信号強度の傾向が等しくなっている。
次に、入力符号 (1; j; 1; 1)における FD-BPMシミュレーション結果を図 6.24に示す。1シンボ
ル目の信号の位相が =2ずれたQPSK光ラベル、2シンボル目の信号は基準信号と等しい位相の
光を入力している。このシミュレーション結果も理論解析値と等しく、出力ポート 2が最大出力
強度の信号が検出された。
図 6.25と図 6.26は、入力符号 (1; j; 1; 1)における波長依存性を示す。図 6.25には理論解析結果、
図 6.26には FD-BPMシミュレーション結果をそれぞれ示す。FD-BPMシミュレーション結果の
出力強度変化は理論解析結果の変化とよく似ているが、若干の出力信号強度にゆらぎが発生して
いることが確認できる。これは 2次元モデルにおける FD-BPMでは避けることがでない交差させ
た導波路からの光のもれが原因と考えており、余分な干渉光の影響がでているのでこのような結
果を得たものと判断している。なお、ここでの出力強度は入力信号での強度で規格化している。
最後に他の符号でも同様に FD-BPMシミュレーションを行った。全 16パターンで確認し、全
てにおいてほぼ同様の結果を得た。つまり、全 16パターン（16符号）の光符号識別ができると共
に広い波長範囲で利用できることを明らかにした。この要因として、波長依存性がある光導波路素
子は 3dB方向性結合器であることことから、不必要な部分については 3dB方向性結合器を使わず
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にY分岐を用いることで 2シンボルラベル識別用光デバイスも波長依存性を抑えることができた。

第7章 QPSK光符号ラベル識別結果の改善方法
とノイズ特性
本章では、前章までに提案してきた光ラベル識別結果を改善する手法について説明する。前章
までは基本モジュールとなるQPRCを単純に接続構成し（図 6.2）、1段目のQPRCの出力信号強
度と識別したいQPSK光ラベルの信号強度を等しくするために増幅器を用いていた。今回、2シ
ンボルラベル識別する場合、光強度を 4倍に増幅するのではなく、最適な識別結果を得ることが
できる増幅度合について検討する。その結果、増幅器にて 1光強度を 1倍にするとき、つまり増
幅器を用いない場合が最も特性が良い。[88]
次に、これまで提案してきたQPSK光ラベル識別用デバイスについてのノイズ特性について検証
した。想定するノイズ (雑音)として、光増幅器に伴って導入される自然放出増幅光 (ASE:amplied
spontaneous emission)を考慮し、一般的なノイズとして検討することとした。[89, 90]
光増幅器では、エネルギーを電子・光子間相互作用として捉えている。つまり、入力された光子
と同じ波長でエネルギーを放出することにより光増幅を行う仕組みである。しかし、光子が入っ
てこなくても確率的に光増幅器はエネルギーを放出 (自然放出)することがあり、これを自然放出
光と一般的に総称する。そして、光増幅器が特定モードだけを選択して増幅することができない
ため、自然放出光も増幅器により増幅されてしまいノイズとなり、自然放出光 (ASE)雑音と呼ば
れる。 [91]
このノイズ特性について理論解析を行うとともに、モンテカルロシミュレーションを用いての
解析を行った。
7.1 改善方法
これまで述べてきた光ラベル識別用回路について、識別したいQPSK光ラベルのうち 1シンボ
ル目の光信号強度の増幅はしていないが、2シンボル目以降の光信号については光増幅器を利用
することを考慮していた。前章では、QPRCに入力される 2つの光信号が光増幅器により全て同
じ強度になるように調整 (光強度増幅)したのちに QPRCにて識別する手法について述べた。し
かし、全て同じ強度になるように増幅すると光ラベル識別に無関係な光パルスまで増幅してしま
う。そこで、QPSK光ラベル識別に不必要な光パルスは増幅しないことで余分な干渉光が抑えら
れ、識別結果が向上することを提案する。
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図 7.1: 2シンボル目の入力強度変化に対する出力強度変化 (出力強度は最大出力信号で規格化)
7.1.1 理論解析
2シンボルラベル識別用光デバイスでは、最大出力強度を 1とすると 2番目に大きい出力強度は
0.625であった。ここで 2シンボル目のQPRCの入出力関係を式 (7.1)のように表す。0BBBB@
E
(1)
out
E
(2)
out
E
(3)
out
E
(4)
out
1CCCCA = 12
0BBB@
1 ej3=2
ej7=4 ej7=4
ej5=4 ej=4
ej=2 1
1CCCA
 
E
(1)
in
E
(2)
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!
(7.1)
は光パルス強度変化を表し、光増幅器による増幅度合を減らした状態における出力光強度変
化を算出する。入力信号強度を変化させた場合における出力強度変化を図 7.1示す。なお、入力符
号 (1,1,j,j)の場合における全ての出力ポートにおける出力信号強度変化を表している。この出力信
号強度は最大出力強度にて規格化しているため、光増幅器の増幅係数がどの値でも最大出力信号
強度が 1なっている。図 7.1における 1は 2段目のQPRCに入力前での光増幅器による増幅度を
示し、増幅度変化に伴い規格化された出力信号強度が変化していることがわかる。もし 2シンボ
ル目の入力信号強度を 0:25倍 (2段目のQPRCへの入力振幅を 0:5倍 (増幅度  = 1))にして 2段
目のQPRCに入力すると、2番目に大きい出力強度は約 0:555となり 2番目に大きい値が一番低
くなっていることが分かる。つまり、このときの出力信号の強度差が最大となる。ちなみに、入
力信号強度で規格化するした場合、改善前では最大出力強度が 1(入力信号と同強度)に対し改善後
は 0:5625まで減衰する。次に、改善前では 2番目に大きい出力信号強度は 0:625だったのに対し
て、改善後は 0:3125まで減衰する。このように全体的に出力信号強度が下がっているが、最大出
力信号と 2番目に大きい出力強度との強度差で判断すると拡大している。よって、2シンボル目の
入力信号強度を入力信号強度の 0:25倍にし、2段目のQPRCに入力することで強度差が大きくな
り識別特性の改善が可能である。
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図 7.2: ステージ数 (接続段数)に対する光出力の変化
図 7.3: 入力符号 (1; 1)の場合の改善法を用いた 2シンボル識別結果
次に、2シンボルより多い光ラベル数の識別を行う場合におけるコントラスト比を評価した。図
7.2に 4段階までステージ数 (符号数)を増やした場合の識別結果を示す。なお、ここでは最大出力
強度と 2番目に大きい出力強度のみ示す。QPRCを多段に構成し光ラベル識別をより多くすると、
最大出力信号と 2番目に大きい出力強度との強度差が悪くなる。しかし、入力強度を調整 ( = 0:5)
することで強度差が改善されているのが分かる。例えば、3シンボルの識別の場合、改善前 ( = 1)
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(1)
(2)
図 7.4: (1)理論解析結果、(2)シミュレーション結果による入力符号 (1; 1)の場合の 2シンボル識
別結果 (a)2シンボル目の入力光強度：1( = 1) (b)2シンボル目の入力光強度：0.25( = 0:5)
では約 0:78であるのに対し改善後では約 0:68まで下がっている。4段階よりもさらにステージ数
を増加した場合は必ず閾値デバイスが必要となる。[92,93] 当然、閾値デバイスにも入力する光強
度に制限があり、QPSK光ラベル識別結果である出力強度差が 0.8より多くなる場合は識別困難
である。
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7.1.2 BPMシミュレーション結果
本改善方法を用いて、2シンボルラベル識別用光デバイスの識別特性をFD-BPMシミュレーショ
ンにより確認した。まず、入力する光ラベルの位相が全て等しい、つまり入力符号 (1; 1)のシミュ
レーション結果を図 7.3に示す。最大出力信号強度となる出力ポートについては、改善法を用いる
前と等しく出力ポート 6での出力信号強度が最大出力強度となっている。その出力信号強度を入
力信号 (入力信号強度:1)で規格化すると、0:514でありほぼ理論通りの結果を得た。また改善前で
は、出力ポート 7で出力されていなかったのに対し、シミュレーション結果では微弱な光信号が
出力されていることがわかる。
図 7.4に入力符号 (1; 1)の場合の理論解析結果とシミュレーション結果を示す。出力強度は、最
大出力強度で規格化した値を示す。改善方法を用いる前後で出力信号強度が変化しており、強度
差が大きくなっているのが分かる。しかし、理論解析結果では 2番目に大きい出力強度は 0:55と
なるのに対しシミュレーション結果は約 0:64であった。全 16符号の中でこのシミュレーション結
果が一番理論解析値からはなれている。入力符号 (j;-1)の場合、2番目に大きい出力強度が約 0:55
である。この符号のシミュレーション結果が 16符号の中で一番精度良く、ほぼ理論解析結果と等
しくなった。このシミュレーションの誤差は、導波路を交差させている交差導波路からの光の漏
れが引き起こしていると考えている。他の符号に対してほぼ同様のシミュレーション結果を得て
おり、全 16符号の平均誤差は約 5%である。これにより、シミュレーションでも理論解析結果同
様に改善されておりこの改善法が有効であることを明らかにした。複数の符号数に関しても同様
に改善可能と考える。
7.2 ノイズ特性
システムやデバイスではノイズ対策やノイズ特性が重要な指標となっており、様々な研究者が
数多くのシステムなどのノイズ特性について検討している。[94] そこで、本論文でも提案回路へ
入力される光パルスにノイズを考慮し、識別特性への影響を評価した。[95] 様々なノイズが想定
される中で、本論文では光増幅器を利用する際に一般的に導入される自然放出増幅光を想定して
いる。
QPRCは基準信号とQPSK光ラベルの位相差により光ラベル識別する構成であるため、ノイズ
が基準信号とQPSK光ラベルの両方に同様の位相変化をもたらした場合は識別特性は変化しない。
しかし、基準信号かQPSK光ラベルのいずれかの光パルスにおける位相がノイズにより変化する
と識別特性が悪化することから、まずは位相偏差による識別特性変化について述べる。ここで、再
度光ラベル識別用光デバイスの構成回路 (3シンボルラベル識別用光デバイス)を図 7.5に示し、理
論解析によりノイズ特性を検討する。位相シフト回路の入出力特性は式 6.3に示しているが、位相
シフト回路通過後の光波電界については
E
(k)0
out =
1
2
[1 + ej(l=2 + 1)] (7.2)
となる。ここで、k = 1; :::4とし、QPRC におけるそれぞれの出力ポートに対応している。そし
て、l = f(k)とすると、f(1) = 3; f(2) = 0; f(3) = 2; f(4) = 1となるが、これは 6.1.3(6章)で述
べた内容を数式で表したに過ぎない。光ラベル数がN + 1個の場合、ラベル識別結果は 4N 個の
出力ポートのうち 1つの出力光パルスが最大となる。
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次に 2シンボルラベル識別用光デバイスにおける出力光電界について示すと
E
(m+p)0
out2 = (
1
2
)2[1 + ej(l=2 + 1) + 1e
j(q=2 + 2)] (7.3)
となる。ここで、ID光パルスは (1=2)E2inであり、E2out = ej2 , 2は、0; =2; ; 3=2である。ま
た、m=4(k-1)とし、 q=f(p), p=1,...4とする。この式 7.3に以下のノイズを考慮し、識別特性がど
のように変化するのか検討する。ID光パルスかQPSK光ラベル加わった位相変化を1 = 1; ::4
とし、想定しているガウス雑音を以下の式 7.4で表す。
ni = ni;ccos!0t+ ni;ssin!0t (7.4)
ここで、 !0はQPSK光ラベルの角周波数であり、ni;cは同相、ni;sは 90度ずれた場合をそれ
ぞれ示す。なお、ni;cと ni;sのスペクトラル密度はNi;c = Ni;s = 22n;iで表され、n;iはガウス雑
音分散を示す。式 7.3にガウス雑音分布を考慮すると、
E
(m+p)0
out2 = (
1
2
)21 + n0;s + e
j(l=2 + 1) + n1;c + jn1;s + 1[e
j(q=2 + 2) + n2;c + jn2;s] (7.5)
と書き表される。
まず、ノイズにより位相変化のみ発生した場合を図 7.6に示す。ここでは 2シンボルラベル識別
結果の結果を示しており、識別したいQPSK光ラベルの位相が基準信号 (ID光パルス)と比べて
ずれて入力された場合における識別結果の変化を示している。まず、図 7.6(a)には 2シンボルラ
ベルの位相がそれぞれ同方向に同じように位相がずれて、2シンボルラベル識別用光デバイスに
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図 7.5: 3シンボルラベル識別用光デバイスの構成
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図 7.6: (a)2つの位相変化が同方向にずれた場合の 2シンボルラベル識別結果、(b)2つの位相変化
が同方向にずれた場合の 2シンボルラベル識別結果
光パルスが入力された場合の識別結果の変化である。次に、図 7.6(b)には 2シンボルラベルのう
ち 1シンボル目と 2シンボル目が逆方向に位相がずれて入力された場合における識別結果の変化
である。
これらのことから 2シンボルラベルの位相変化において、2シンボルラベルが同一方向に位相が
ずれる場合と逆方向にずれる場合で識別結果が大きく異なることを明らかにした。これらについ
て理論的には以下の数式で表すことができ、同一方向への位相のずれについての識別結果をコン
トラスト比 (CR：Contrast Ratio)として理論的に解析すると、
CR =
(1 + cos1 + 1cos2)
2 + (sin1 + 1sin2)
2
(1 + jsin1j+ 1jsin2j)2 + (cos1 + 1cos2)2 (7.6)
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となり、2シンボルラベルの位相のずれが逆方向の場合は、
CR =
(1 + cos1 + 1cos2)
2 + (sin1 + 1sin2)
2
(1 + jsin1j+ 1cos2)2 + (cos1 + 1jsin2j)2 (7.7)
となる。
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図 7.7: 1段目のQPRCへ入力した光信号のコントラスト比が 90%～70%に低下する確率
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図 7.8: コントラスト比を 80%で固定とし、QPRCを 1段から 4段まで多段に構成した場合にお
ける確率
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次に、位相偏差がなく (i = 0)、ノイズによりコントラスト比が低下する場合を考慮した。
QPRCを 1段から 4段まで多段に構成することでコントラスト比の変化を検討する。
QPRCを 4段目まで構成すると出力光電界は、
E
(u+v)0
out4 = (
1
2
)4[1 + ej(l=2+1) + 1e
j(q=2+2) + 2e
j(s=2+3) + 3e
j(w=2+4)] (7.8)
となり、u=4(n-1), w=f(v), r=1,...4である。この式 7.8を用いてコントラスト比を理論解析を行
うと
CR =
[
P1
i=1(1 + ni;c) +
P4
i=2 i 1(1 + ni;c]
2 + [
P1
i=1(1 + ni;s +
P4
i=2(i 1n1;s]
2
[1 +
P1
i=0(ni;c +
P4
i=2(1 + ni;c)]
2 + [1 +
P1
i=1(ni;s +
P4
i=2(i 1ni;s]2
(7.9)
となり、n;i = nであり、i=1,...4,である。また、信号対雑音比 (Signal noise ratio; SNR)は
1=(22n)で定義される。図 7.7にはQPSK光位相識別回路 (QPRC)において、コントラスト比が
90%～70%に低下する確率を示しており、乱数を発生させることから確率的に計算を行うモンテ
カルロシミュレーションを用いてコンピュータプログラムでの結果である。なお、コントラスト
比が 2の場合はノイズが一切挿入されていないことを意味する。
次に図 7.8はコントラスト比の低下を 80%で固定とし、QPRCを 1段から 4段までツリー状に
多段構成した場合における確率を示す。なお、このグラフもモンテカルロシミュレーション結果
である。QPRCの構成数が増加するに連れて、確率的にも下がっていることがわかる。

第8章 総括
8.1 まとめ
近い将来通信系インフラの急激な普及により、通信トラフィックの増大に伴う通信ネットワーク
の不足といった深刻な問題を生みだそうとしている。そこで、高度情報化社会に対応した次世代
ネットワークとして、電気処理を一切用いないフォトニックネットワークが期待されている。本
研究では、光信号を光信号のまま処理する次世代フォトニックネットワークに必要不可欠な全光
ラベルルータにの構成要素技術の一つである全光ラベル識別用光回路の提案を行った。
まず、QPSK光ラベル識別用デバイスの基本モジュールとなるQPRCの動作確認を行い、QPSK
光位相識別が可能であることを明らかにした。なお、QPRCには以下に示す特徴を示す。
・電気処理を用いずに光処理のみで識別可能
・光処理のみで識別可能なためパッシブな回路
・QPRCは広い波長帯域 1.5～1.6mで利用可能
光ラベルの全体構成としてQPSK光ラベルの先頭に ID光パルスを付加させており、IDシンボ
ルと識別したいQPSK光ラベルの 1シンボル目を同時に基本回路に入射させることでQPSK光位
相識別を行う。また、QPRCを多段に組み合わせることで光ラベル識別用光デバイスが構成でき
ることを本論文で理論的に示した。その例として、2段階にQPRCを組み合わせて構成される 2
シンボルラベル識別用光デバイスを第 7次パデ近似を用いた FD-BPMシミュレーションで解析し
た。このシミュレーション結果と理論解析結果を比較し評価した結果、若干理論解析結果よりシ
ミュレーション結果の方が識別特性が悪くなっている。また、識別したいQPSK光ラベルにおけ
る入力符号ごとに識別結果が異なり、ばらつきがみられた。これらは導波路を交差させた部分か
らの光のもれが悪影響を及ぼしているからだと考えられる。
次に、波長依存性を抑える方法として、擬似QPRCを用いることで 1シンボル目のQPRCと 2
シンボル目のQPRCの光路長を整えた。これにより、2シンボルラベル識別用光デバイスが多波
長で機能することを示し、WDMや多波長光パケットルーティングへ対応させることができる可
能性を示した。
さらに、1段目のQPRCへ入力した光信号強度を調整し、増幅器による増幅度合を変化させる
ことで強度差を改善できることも明らかにしている。具体的な値としては、QPSK光ラベルのう
ち 2シンボル目の光信号強度を 1ではなく、0.25(1/4倍)に減衰させた後に 2段目のQPRCに入力
することで強度差が拡大した。ここで、擬似QPRCは入力ポート 1つに対し出力ポートが 4つあ
るため、入力強度が 1/4（振幅は 0.5倍）となり擬似QPRCの 4つの出力ポートから出力される。
つまり、擬似QPRCにより光路長の調整と入力信号強度の減衰の役割を果たし、2シンボル目の
入力信号強度が 0.25倍となることから最も識別特性が良くなる。つまり、入力信号強度を 0.25倍
への調整には光増幅器 (減衰器)を用いる必要はないことも大きなメリットである。
本研究では、電気処理を一切用いない光回路についての検討を行った。現在実用化されている
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電気ルータでは 40Gbpsのラインレートしか所有していないのに対し、この光回路が実用化され
れば処理速度は 100Gbps以上の処理を有することができる。また、通信ネットワーク全体での消
費電力量のうちルータでの使用電気量 (電気処理)の割合は約 8割である。つまり、本デバイスに
よりネットワークと消費電力などの 2つの問題が解決できる可能性を秘めている。
今後の展望としては、基本モジュールであるQPRCを用いて、光QAM符号識別用光デバイス
への応用が現在研究されている。[96{98]
8.2 今後の課題
本研究では、提案回路をFD-BPMによるコンピュータシミュレーションで検証したに過ぎない。
そこで、さらに実証を得るために実験的確認を行うことが必要不可欠である。実験での検討では、
以下の点について注意する必要がある。
・位相情報が壊れないような伝送路及びラベル識別までの前処理の確保
・位相情報を維持しつつパルス光の広がり及び補正
・ハードの問題点として小型化、集積化方法
・複数光ラベル識別用回路等の回路の複雑化による回路の整合性
これらの問題は現在実用化されている技術をうまく利用し、是迄数々の技術者や研究者が培って
きた技術を駆使すれば可能な範囲だと考えている。
次に、光回路の特性についてコントラス比の問題が指摘される。基本モジュールであるQPRC
の強度差をさらに大きくすることができれば閾値デバイスを考慮することなく構成できる。そこ
で、基本となる QPSK光位相識別用光回路を改良し、識別特性向上を図る必要がある。しかし、
現在の構成では閾値デバイスの活用を視野にいれているため閾値デバイスを組み込んだシステム
についてさらに検討する必要がある。
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